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資料１ これまでの経緯について
(スケジュール、前回研究会の振り返り)



１．令和５年土地基本調査に関する研究会について

第１回【令和３年３月（持ち回り開催）】
・研究会の進め方について
・土地基本調査の課題への対応について(令和５年調査に向けた見直し、統計委員会等の指摘事項への対応）
・令和３年予備調査の設計の方向性について

第２回【令和４年３月１１日】
・令和３年予備調査の実施状況、調査結果について
・令和５年調査の実施に向けた考え方について
(令和５年調査に向けた見直し、統計委員会等の指摘事項への対応）

第４回【令和５年３月８日（本日）】
・これまでの経緯と令和５年調査の統計委員会答申について
・令和５年調査の実施計画について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第６回【令和６年10月予定】
・令和５年調査の速報集計結果について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について
・世帯が所有する土地（世帯土地統計）の推計方法の改善

第５回【令和５年10月予定】
・令和５年調査の実施状況について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第７回【令和７年10月予定】
・令和５年調査の確報集計結果について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第３回【令和４年７月８日】
・第２回研究会での指摘事項に関する対応方針について
・平成30年調査答申時に統計委員会から付された「今後の課題」への回答について

・予備調査総務省承認
（令和３年９月29日）
・予備調査実施
（令和３年10～11月）

・統計委員会諮問
（令和４年11月30日）
・統計委員会答申
（令和５年１月25日）

令和５年本調査の実施
（令和５年７～９月）
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参考：令和５年土地基本調査のスケジュール（案）

令和５年土地基本調査の実施期間におけるスケジュール（案）は下記のとおり。
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
10月
　～

８月 ９月
10月
　～

10月
　～

３月

● ● ● ● ● ●

△ ▲ △ ▲ ★ ● ●

◆ ◆

● ●

3月

●

令和６年度令和４年度 令和５年度令和２年度 令和３年度 令和７年度

予備調査実査承認

調査告示

調査期日告示

調査規則

公布・施行

調査規則

改正原案

パブコメ

第７回

・R5調査の承認申請

・統計委員会等の指摘事項の回答

・調査見直し

・統計委員会答申

・R5調査の実施計画

予備調査の実施

・標本抽出

・調査関連資料発送

・データ入力・審査

・督促、疑義照会

・集計・分析 等

調査の準備

次回本調査の

企画･設計

・調査項目

・調査手法

・調査実施体制

・システム開発

・統計表設計

・標本抽出方法

本調査の実施

・調査関係資料の作成・発送

・コールセンターの設置

・調査票の回収

・データ入力・審査（法人）

・督促、疑義照会 等

本調査の準備

・母集団名簿整備

・標本抽出

・調査関連資料の整備

・システム開発

・広報用資料作成 等

調査の実施

取りまとめ

・世帯ﾃﾞｰﾀ入力審査

・結果の集計・製表

・推定手法の検証

・精度の検証

・詳細分析 等

調査結果の公表

速報公表

確
報

公
表

次回予備調査

の企 画設計

承認申請

第１回

予 備 調 査

の企画設計

・進め方

・予備調査概要

調査 速報集計公表 確報集計公表

第６回第５回第４回第３回第２回

実査承認申請 承認

諮問 答申



主 な 指 摘 事 項 対 応（方 針）

課題への
対応につ
いて

「今後の売却等、転換予定」について、２段
階での設問設定の上で、「時期未定」という
選択肢を加えても良いのではないか。

ご指摘を踏まえ、「おおむね５年より先に予定 又は時期は決まって
いない」という選択肢として申請

不動産関連統計の体系整備や関連する土
地単位でのパネルデータの作成等も含め、
不動産登記情報やベースレジストリ等との
連携については、ステークホルダーの協力
が不可欠。

関係省庁と連携した不動産登記情報の活用や他の統計とのリン
ケージなどに取り組む旨、承認申請時に報告

外資系企業の把握について、経済センサス
などの他の調査との連携が不可欠であり、
この方向性を統計委員会等でも議論しても
らうことも必要。

２．前回研究会での主なご指摘事項と対応
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○ 前回研究会では、諮問に向けた準備の中、今後の課題への対応案を中心にご提示し、ご
議論いただいた。

○ これらのうち、主なご指摘事項と対応方針は以下のとおり



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年調査の統計委員会諮問・答申について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 

情報活用推進課 
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Ⅰ 令和５年調査の統計委員会諮問・答申の経過 

 

【経過】 

年月日 委員会・部会 

2022年11月30日 第185回統計委員会 

（諮問） 

12月２日 第112回サービス統計・企業部会 

（第１回目 諮問内容の審議） 

12月21日 第186回統計委員会 

（部会審議状況の報告） 

12月23日 第113回サービス統計・企業部会 

（第２回目 諮問内容の審議） 

2023年１月18日 第114回サービス統計・企業部会 

（第３回目 答申案の書面審議） 

１月25日 第187回統計委員会 

（答申） 

 

【部会構成委員】 

部会長 菅 幹雄 法政大学経済学部教授 

委員 伊藤 恵子 

松村 圭一 

千葉大学大学院社会科学研究院教授  

第一生命経済研究所取締役総合調査部長 

臨時委員 會田 雅人 

小西 葉子 

清水 千弘 

 

成田 礼子 

滋賀大学データサイエンス教育研究センター 特任教授 

独立行政法人経済産業研究所上席研究員 

一橋大学ソーシャル・データサイエンス教育 研究推進

センター教授 

EY 新日本有限責任監査法人パートナー 

 

  

○ 法人土地・建物基本調査の変更（令和 5年に実施する調査に係る変更）に

ついては、2022 年 11月 24日に国土交通大臣から総務大臣に申請 

〇 総務大臣からの諮問（2022 年 11月 30 日）を受けた統計委員会では、２回

の部会での審議を経て、2023 年１月 25日に「変更を承認して差し支えな

い」旨を答申 

〇 2023 年 2月 1日には、総務大臣より、法人土地・建物基本調査の変更の承

認がなされた 
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Ⅱ 統計委員会からの令和５年調査の答申について 

１ 本調査計画の変更 

（１） 調査系統及び調査方法の変更 

ア 調査系統の変更 

 

<変更内容> 

 

都道府県の負担軽減のため、都道府県による調査票回収を取りやめ、国土交通省

において一括して実施 

 

 

 

<答申> 

都道府県の事務負担軽減に資するものであるとともに、国土交通省は、都道府県

へ委託していた業務を含めて民間事業者に委託するための必要な予算を確保し、民

間事業者の選定・管理を適切に行うとしていることから、適当である。 
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イ 調査方法の変更 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

オンライン回答の更なる促進や調査事務の効率化に資するものであるとともに、

国土交通省は、個人情報保護や誤送信防止などの必要な対応をとるとしていること

から、おおむね適当である。 

ただし、報告者の利便性や回答内容の正確性を一層向上させる観点から、報告者

がオンラインで一度回答した内容を同システム上で修正できるよう、なりすまし防

止等の対策と併せて対応を講ずる必要があることを指摘する。 

  

 

報告者に対してこれまで郵送配布していたオンライン回答用のログイン情報に

ついて、オンライン回答の推進及び調査の効率化のため、電子メールによる配布

を可能に 
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<指摘への対応> 

平成30年調査でオンラインシステム上での回答内容の修正を行うことができない

設定としていた点について、調査票提出期限まで、システム上での回答内容の修正

を受け付ける設定に変更することとする。ただし、提出期限以降は、審査・疑義照

会事務の混乱等を避けるため、システム上での修正は受け付けず、電子メールや電

話による対応に切り替えることとする。 

また、回答内容の修正の電子メール送付に関しては、修正報告を受け付けるメー

ルアドレスを平成30年調査では「記入のしかた」※にしか記載していなかったとこ

ろ、令和５年調査ではホームページ上にも掲載して周知を図ることとする。 

※ 令和５年調査では、オンライン調査推進の観点から「回答のしかた」に変更 

 

令和５年調査「回答のしかた」 修正報告案内のイメージ 

 

平成30年調査 

 
 
オンライン調査システムにて、 
再提出が可能な旨に修正 

 

令和５年調査（案） 
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（２） 調査票Ａの変更 

ア 「今後の保有等予定」及び「転換予定」の整理統合 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

本委員会の「諮問第107号の答申 法人土地・建物基本調査の変更について」（平

成29年12月19日付け統計委第12号。以下「平成29年答申」という。）における「今

後の課題」（後記２①参照）に対応するものであるとともに、統計表の表章上も大

部分の項目において平成30年調査結果との比較が可能となっているなど、利活用上

の支障はないことから、適当である。 

なお、本調査事項に関連して、法人が所有する土地の遊休化の状況の把握に資す

るよう、土地の管理状態に着目した調査事項の設定の必要性について検討を行うこ

とを「４ 今後の課題」として指摘する。 

 

⇒ 今後の課題として整理（16ページへ） 

  

 

前回調査における問14の「今後の保有等予定」、問15の「転換予定」の関連性

を踏まえ、問16「売却等・他の用途への転換予定」として整理統合 

問16内の「予定時期」の選択肢については、「1年以内」、「5年以内」及び「5年

以上又は時期を決めていない」とする 
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イ 「工場敷地にある建物」に係る調査事項の変更 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

これらの変更は、報告者負担の軽減に資するものである一方で、「建物の有形固

定資産額」については、統計表章の取りやめによる利用者への影響も考えられる。

これについて、国土交通省は、建物を対象として従前から行っている「建物資産額

推計」の推計・表章で代替するとともに、調査結果の公表時に留意事項として周知

するとしていることから、特に問題ない。 

 

  

 

報告者負担軽減のため、次回調査では、工場敷地にある建物のうち、小規模な

建物は合算回答に変更（個別回答を行う大規模な建物についても「有形固定資産

額」を削除し負担軽減） 
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ウ 「建物の利用現況」の選択肢の変更 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

「工場」の追加については、上記（イ）の変更に伴い、工場敷地内にある建物を

区別して把握する必要が生じることから、適当である。また、「貸会議室・シェア

オフィス」の追加については、リモートワークの増加等、働き方の変化を踏まえた

政策ニーズに対応するものであり、おおむね適当である。 

ただし、シェアオフィスについては、国土交通省が事前に行った予備調査におい

て出現率が低かったことから、令和５年調査結果や国民経済計算におけるシェアリ

ング・エコノミーの扱いとの関係性も踏まえ、本調査において「シェアオフィス」

を把握する意義を整理した上で、必要に応じて調査事項の見直しを行うことを「４ 

今後の課題」として指摘する。 

 

 ⇒ 今後の課題として整理（16ページへ） 

 

  

 

リモートワークの増加等、働き方の変化を踏まえ、建物の利用現況について、

「貸会議室・シェアオフィス」の選択肢を追加（「工場」については、前記のと

おり「工場敷地以外」と「工場敷地」の区分の廃止に伴い追加） 
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エ 標本設計の変更 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

全体の報告者数を抑制しつつ、本調査のカバレッジの向上のため、結果精度に大

きな影響を及ぼす広大な土地を保有している業種や組織形態の法人を全数階層とし

て設定するものであるため、適当である。 

 

（３） 調査票Ｂの変更 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

調査票Ｂの配布対象に必ず配布される調査票Ａにおいて把握できるため削除する

ものであり、適当である。  

 

平成30年調査以降に把握した法人の土地保有状況を踏まえ、下表のとおり、標本

設計の一部を変更 

 

標本設計の概要（下線部は平成30年調査からの変更点） 

（１）会社法人（母集団の大きさ：約 170万法人、報告者数：約：34万法人） 

基本的考え方 法人が所有する土地面積の結果表章（業種別、資本金階級別、都道府県別）について目標

精度を設定 

抽出方法 以下の法人を全数とし、その他は業種別・資本金階級別に層化抽出 

・大土地所有法人（前回調査以降、100万㎡以上の土地所有を把握した法人） 

・調査票Ｂの対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人） 

・資本金１億円以上 

・資本金１億円未満の一部業種（農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、電気・

ガス・熱供給・水道業、複合サービス事業） 

（２）会社以外の法人（母集団の大きさ：約 30万法人、報告者数：約 15万法人） 

基本的考え方 法人が所有する土地面積の結果表章（都道府県別、組織形態別）について目標精度を設定 
抽出方法 以下の法人は全数とし、その他は組織形態別に層化抽出 

・大土地所有法人 
・調査票Ｂの調査対象法人 
・学校法人 
・一部の組織形態（医療法人、各種協同組合のうち農業・林業・漁業協同組合、その他の

会社以外の法人）の土地所有法人 

 

 

調査票Ｂの法人の名称欄を削除 
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（４） 調査票Ｃの変更 

 

<変更内容> 

 

 <答申> 

土地保有・動態調査の調査事項を本調査の一部に取り込んで実施することによ

り、土地の所有状況とその変動要因を一体的に分析することが可能となるととも

に、報告者負担の軽減や調査事務の効率化にも資することから、おおむね適当であ

る。 

ただし、土地の帳簿価格等の調査事項について、回答内容の正確性を確保する観

点から、報告者が調査票の提出に際して、保有する税務・会計書類等との一致をチ

ェックできるような仕組みを設ける必要があることを指摘する。 

 

  

 

令和元年に「土地動態調査」が「土地保有・動態調査」に変更（「土地保有移

動調査」との統合）されたため、同調査（法人票）の調査事項を、本調査の調査

票Ｃにおいて把握 
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<指摘への対応> 

報告者に調査票と同時に配布する調査票提出前チェックシート※のチェック項目

を追加し、法人税法施行規則で規定されている「勘定科目内訳書」や会社法で規定

されている「計算書類の附属明細書」等の記載内容との整合性の確認を促すことと

する。 

※ 報告者に調査票と同時に配布する「記入のしかた」（令和５年調査では「回答のしかた」に変更）に添付 

 

令和５年調査「回答のしかた」 調査票提出前チェックシートのイメージ 

  

 

追加 
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（５） 公表の期日の変更 

 

<変更内容> 

 

<答申> 

土地のフローに係る結果を毎年定期的に公表できるようにするものであり、利用

者の利便性の向上に資するとともに、国土交通省は、公表作業全体の遅延等の影響

も想定されないとしていることから、適当である。 

 

  

 

令和元年に「土地動態調査」が「土地保有・動態調査」に変更（「土地保有移

動調査」との統合）されたため、同調査（法人票）の調査事項を、本調査の調査

票Ｃにおいて把握 
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２ 平成29年答申における「今後の課題」への対応状況 

 

<対応状況> 

 

<答申> 

前記１（２）アのとおり（５ページ） 

 

<対応状況> 

 

<答申> 

報告者負担を増加させることなく、利活用ニーズに対応しようとするものであ

り、おおむね適当である。 

ただし、今後の特別集計等の検討に当たっては、国土交通省内の関係する政策部

局だけでなく、更に幅広い利用者ニーズを踏まえた上で、対応を図る必要があるこ

とを指摘する。 

 

⇒ 今後の課題として整理（16ページへ） 
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<対応状況> 

 

<答申> 

国土交通省は、平成29年答申以降の議論等を踏まえ、不動産登記情報のデジタル

データの整備・検討状況を注視しつつ、パネルデータ作成に係る技術的課題と活用

方策の検討、データの利用を念頭に置いた調査の見直しを進めることとしている。 

これについては、取組の方向性として適当である。 

なお、今後のパネルデータ作成に係る検討に当たっては、その費用と便益にも留

意しながら、取組を進める必要がある。 

 

⇒ 今後の課題として整理（16ページへ） 
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３ 公的統計の整備に関する基本的な計画への対応状況 

（１） 不動産関連統計の改善・体系的整備 

 

<対応状況> 

 

<答申> 

①については、令和元年から新たに実施されている土地保有・動態調査により対

応がなされており、適当である。 

また②については、国土交通省において継続的に研究会が開催され、課題解決に

向けた取組が進められているため、おおむね適当である。 

ただし、今後の不動産登記情報のデジタルデータの整備に伴う当該情報の活用と

いった課題も残されていることから、前記２③と併せて、土地基本調査※の作成方

法の充実に向けて引き続き検討を行うことを「４ 今後の課題」として指摘する。 

※本調査及び「住宅・土地統計調査」（総務省所管の基幹統計調査）の転写・集計により作成した「世帯土地統計」の総称 

 

⇒ 今後の課題として整理（16ページへ） 
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（２） 行政記録情報の活用 

 

<対応状況> 

 

<答申> 

今後の行政記録情報等の更なる利活用も視野に入れて検討がなされていることか

ら、適当である。 
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４ 今後の課題 

 

 

  

 

（１） 調査事項の見直しについて 

今後の本調査の企画に当たっては、土地基本調査の視点も含め、本調査

の利活用ニーズを精査した上で、土地の管理状態に着目した調査事項の必

要性やシェアオフィスの取扱い、既存の調査事項の削減等について検討す

ること。 

 

（２） 我が国の土地所有及び利用状況の全体像の把握について 

我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するため、不動産登記情

報のデジタルデータの整備・検討状況も踏まえつつ、行政記録情報等の更

なる活用や土地単位でのパネルデータの作成なども含め、土地基本調査の

作成方法の充実及びそれを踏まえた本調査の改善に向けて、引き続き検討

すること。 
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（参考）「公的統計の整備に関する基本的な計画」（案）について 

 

「建設・不動産に関する統計作成の改善」より 

 

不動産関連統計については、地域の実情を踏まえた経済・社会政策に資する観

点から、我が国の土地や建物の利用又は遊休状況を適切に把握するニーズも高ま

っている。 

以上を踏まえて、第Ⅳ期基本計画期間においては、（略）また、不動産登記情

報等のデジタルデータの整備状況も踏まえ、これらの有効活用により、我が国の

土地の所有・利用の全体像をより詳細に把握する等の検討課題に対応していく。 

 

 

 

「今後５年間に講ずる具体的施策」より 

項 目 № 具 体 的 な 措 置 、 方 策 等 担当府省 実施時期 

(4) 建設・

不動産に

関する統

計作成の

改善 

50 ○ 我が国の土地所有及び利用

状況の全体像を把握するた

め、土地基本調査の作成方法

の充実に向け、不動産登記情

報のデジタルデータの整備・

検討状況も踏まえつつ、引き

続き検討を行う。 

国土交通省 令和５年度

（2023年度） 

から実施する。

 

 

  

「諮問第 169号公的統計の整備に関する基本的な計画の変更について」 

（令和５年２月1日 総務大臣諮問） 
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（参考）「住宅・土地統計調査」の答申（総務省）について 

 

「３ 今後の課題」より 

 

（２）社会情勢の変化等に対応した調査事項や調査方法の検討 

本調査では、現住居以外の住宅・土地の詳細について、主に調査票乙で調

査しているが、我が国では高齢化や人口減少等が進行しており、今後、現住

居以外の住宅・土地が増加していくことが予想される。 

一方で、調査票乙による調査については報告者の負担が大きく、調査結果

の利活用状況を精査の上、調査事項の削減の余地があると考えられるところ

である。 

これら社会情勢の変化等や調査結果の利活用ニーズを検証し、次回調査

（令和10年が想定される。）以降、本調査として把握すべき調査事項や、よ

り効率的な調査方法について、中長期的な視点から検討すること。 

 

 

「諮問第 164号の答申住宅・土地統計調査の変更について」 

（令和５年１月25日 統計委員会） 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料３ 今後の取組の進め方について



令和５年度より

今後の取組の進め方について

○ 今回の答申の「今後の課題」や、「第Ⅳ期基本計画（案）」での記載に対応した今後の取組については、
まず、①調査へのニーズの把握、及び②不動産登記情報等の利活用の検討に取り組むこととし、これらの検
討状況も踏まえ、パネルデータの作成などを含めた③我が国の土地・建物の所有・利用の全体像の把握に
向けた検討を進める

○ また、現在、未着手である令和５年世帯土地統計の推計方法の検討を令和６年度に検討し、令和7
年度の推計に反映する

「答申：今後の課題」での指摘
 本調査の利活用ニーズを精査した上で、

土地の管理状態に着目した調査事項の
必要性やシェアオフィスの取扱い、既存
の調査事項の削減等について検討

 我が国の土地所有及び利用状況の全体
像を把握するため、不動産登記情報のデ
ジタルデータの整備・検討状況も踏まえ
つつ、行政記録情報等の更なる活用や土
地単位でのパネルデータの作成なども含
め、土地基本調査の作成方法の充実及
びそれを踏まえた本調査の改善に向けて、
引き続き検討

「第Ⅳ期基本計画（案）」での指摘
 我が国の土地所有及び利用状況の全体

像を把握するため、土地基本調査の作成
方法の充実に向け、不動産登記情報の
デジタルデータの整備・検討状況も踏ま
えつつ、引き続き検討を行う。

①利活用ニーズの把握と
土地基本調査での対応方向の検討

②不動産登記情報等のデジタルデータの活
用可能性の検討

③我が国の土地・建物の所有・利用の全体像の把握のため
の検討（土地単位でのパネルデータの作成などを含めた土
地基本調査の作成方法の充実等の検討）

1



①調査に関するニーズの把握について

○ 今回の答申では、幅広い利用者ニーズを把握するとともに、報告者負担や法人土地・建物基本調査とし
て把握する必要性を踏まえて、ニーズの精査や調査事項の見直しを検討することが求められたところ

○ これを受け、従来の国や地方自治体などの行政ニーズに加え、民間の利用者等のニーズについて、「国土
交通省統計改革プラン」（令和４年８月10日）で示されている「政策担当部局、関係団体、経済アナリ
スト等との意見交換等」の場を活用するなどしながら、幅広く把握することとする

○ あわせて、SNAでの利活用ニーズ・可能性の議論を内閣府と深め、ニーズ全体の検証・整理を行うとともに、
法人土地・基本調査（土地基本調査）で把握する必要性等を精査・整理し、令和10年法人土地・建
物基本調査（土地基本調査）の見直しに反映させる

○ なお、土地基本調査で活用する「住宅・土地統計調査」の調査票乙の調査項目については、総務省と
協議を進めることが必要

① これまでの土地基本調査の利活用実績の整理

② 行政ニーズ・民間ニーズを政策担当部局、
関係団体、経済アナリスト等から把握

③ 内閣府との議論を通じたSNA等での利活
用ニーズ・可能性を議論

④ ヒアリング等を通じた把握したニーズの検証・整理を行い、「法人土地・建物基本調査（土地基本調
査）で把握する」ことの必要性等を精査・整理

⑤ 総務省と「住宅・土地統計調査」調査票乙の調査項目を協議

⑥ ニーズ把握・検討を踏まえた令和10年土地基本調査の見直し 2



②不動産登記情報の活用可能性についての検討

○ 不動産登記情報のデジタルデータについては、土地基本調査における活用に向けて 、まずは「不動産登
記情報」の名寄せや属性情報の付与を実施（当初は地域限定での実施を予定）

○ その後、母集団整備・標本設計、実査、審査の各段階での活用に向けて、名寄せした不動産登記情報
と過去の土地基本調査結果との整合性の確認等を行い、検討を進める

○ これらの検討は、期間を要することも考えられるが、令和10年調査より活用可能な範囲で調査に順次取
り入れる方向で、検討・見直しを進める

○ なお、検討に当たっては、デジタル庁で検討が進められているベース・レジストリとの関係についても留意・整
理が必要

【検討事項（案）】

母集団情報の拡充や標本設
計への活用の可能性

3

不動産登記情報の整
理等（名寄せ、属性
情報の付与）

名寄せ、属性区分ご
とに集計した情報と
過去の土地基本調査
結果との整合性の確
認等

〔母集団整備・標本設計〕
（→調査精度の向上）

〔実査〕 （→報告者負担の軽減）

所有面積等のプレプリントへ
の活用の可能性

〔審査〕 （→調査精度の向上）

調査票審査や欠測値補完へ
の活用の可能性

〔検討に向けた準備〕



検討スケジュール（案）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

利活用ニーズの把握

総務省と協議

内閣府と議論

ニーズの精査・調査事項
の見直しの検討

予備
調査

本調査
設計

申請 実査

不動産登記情報の名寄せ、
属性付与（R5は地域を限定）

予備調査
申請

過去の調査結果との整合性
確認、活用に向けた検討

土地単位でのパネルデータ作成の検討

検討結果を反映
調査に活用できるものから取り入れる

引き続き、新たに析出された課題などを検討

4

【利活用ニーズの把握・検討】

【不動産登記情報等の活用】

予備調査
設計
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（公印・契印省略） 

                                     
統 計 委 第 ２ 号 

令 和５ 年１ 月 25日 

総 務 大 臣 

  松 本 剛 明 殿 

 

                           統計委員会委員長 

                               椿  広 計 

 

 

諮問第165号の答申 

法人土地・建物基本調査の変更について 

 

本委員会は、諮問第165号による法人土地・建物基本調査の変更（令和５年に実施する調査に係

る変更）について審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

 

記 

 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

令和４年11月24日付け国総情建第171号により国土交通大臣から申請された「基幹統計調査

の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審議した結果、以下のとお

り、統計法（平成19年法律第53号）第10条各号に掲げる要件のいずれにも適合しているため、

「法人土地・建物基本調査」（基幹統計調査。以下「本調査」という。）の変更を承認して

差し支えない。 

 

（２）理由等 

ア 調査系統及び調査方法の変更 

  （ア）調査系統の変更 

都道府県知事が行う本調査に係る事務については、「平成30年の地方からの提案等に

関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）において、基幹統計調査として求めら

れる統計技術的な合理性及び妥当性にも留意しつつ、都道府県の負担を軽減する方向で

必要な措置を講ずることとされたことを踏まえ、本申請では、表１のとおり、都道府県

への実査事務委託を廃止する計画である。 
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    表１ 調査系統の変更内容 

現行計画 変更案 

① 会社法人及び会社以外の法人（国所管のもの） 

国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

 

② 会社以外の法人（国所管以外のもの） 

（配布）国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

（回収）報告者 － 都道府県 － 民間事業者 － 

国土交通省 

国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

 

    これについては、都道府県の事務負担軽減に資するものであるとともに、国土交通省

は、都道府県へ委託していた業務を含めて民間事業者に委託するための必要な予算を確

保し、民間事業者の選定・管理を適切に行うとしていることから、適当である。 

 

（イ）調査方法の変更 

報告者がオンライン回答システム（政府統計共同利用システム）において用いるログ

イン情報について、平成30年調査では、報告者に対して調査票と併せて郵送配布してい

たものを、本申請では、同システムにメールアドレスを登録している資本金５億円以上

の会社法人に対しては、そのメールアドレスの有効性を確認した上で、電子メールによ

り送付する計画である。 

これについては、オンライン回答の更なる促進や調査事務の効率化に資するものであ

るとともに、国土交通省は、個人情報保護や誤送信防止などの必要な対応をとるとして

いることから、おおむね適当である。 

ただし、報告者の利便性や回答内容の正確性を一層向上させる観点から、報告者がオ

ンラインで一度回答した内容を同システム上で修正できるよう、なりすまし防止等の対

策と併せて対応を講ずる必要があることを指摘する。 

 

イ 調査票Ａの変更 

（ア）「今後の保有等予定」及び「転換予定」の整理統合 

本申請では、報告を求める事項（以下「調査事項」という。）のうち、法人が所有す

る宅地などについて、図１のとおり、平成30年調査における問14の「今後の保有等予定」

及び問15の「転換予定」の関連性を踏まえ、問16の「売却等・他の用途への転換予定」

として整理統合する計画である。 

また、問16内の「予定時期」の選択肢については、平成30年調査結果を用いた分析を

踏まえて、更に細かい単位で区切ることはせず、「１年以内」、「５年以内」及び「５

年以上又は時期を決めていない」とすることとしている。 
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    図１ 「今後の保有等予定」及び「転換予定」の変更内容 

 

 

これについては、本委員会の「諮問第107号の答申 法人土地・建物基本調査の変更に

ついて」（平成29年12月19日付け統計委第12号。以下「平成29年答申」という。）にお

ける「今後の課題」（後記２①参照）に対応するものであるとともに、統計表の表章上

も大部分の項目において平成30年調査結果との比較が可能となっているなど、利活用上

の支障はないことから、適当である。 

なお、本調査事項に関連して、法人が所有する土地の遊休化の状況の把握に資するよ

う、土地の管理状態に着目した調査事項の設定の必要性について検討を行うことを「４ 

今後の課題」として指摘する。 

 

（イ）「工場敷地にある建物」に係る調査事項の変更 

本申請では、図２のとおり、法人が所有する「工場敷地にある建物」における調査事

項であった「建物の有形固定資産額」を削除するとともに、「工場敷地にある建物」の

うち延べ床面積200㎡未満の建物について、延べ床面積等を敷地ごとに詳細に回答する方

法から全てを合算して回答する方法に変更する計画である。 
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図２ 「工場敷地にある建物」に係る調査事項の変更内容 

 

 

これらの変更は、報告者負担の軽減に資するものである一方で、「建物の有形固定資

産額」については、統計表章の取りやめによる利用者への影響も考えられる。これにつ

いて、国土交通省は、建物を対象として従前から行っている「建物資産額推計」の推

計・表章で代替するとともに、調査結果の公表時に留意事項として周知するとしている

ことから、特に問題ない。 

 

（ウ）「建物の利用現況」の選択肢の変更 

本申請では、法人が所有する延べ床面積200㎡以上の建物について、「建物の利用現況」

の選択肢として、「工場」及び「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース

等）」を追加する計画である。 

このうち、「工場」の追加については、上記（イ）の変更に伴い、工場敷地内にある

建物を区別して把握する必要が生じることから、適当である。また、「貸会議室・シェ

アオフィス」の追加については、リモートワークの増加等、働き方の変化を踏まえた政

策ニーズに対応するものであり、おおむね適当である。 

ただし、シェアオフィスについては、国土交通省が事前に行った予備調査において出

現率が低かったことから、令和５年調査結果や国民経済計算におけるシェアリング・エ

コノミーの扱いとの関係性も踏まえ、本調査において「シェアオフィス」を把握する意

義を整理した上で、必要に応じて調査事項の見直しを行うことを「４ 今後の課題」と

して指摘する。 

 

（エ）標本設計の変更 

本申請では、平成30年調査以降に把握した法人の土地保有状況を踏まえ、表２のとお

り、標本設計の一部を変更する計画である。 
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  表２ 標本設計の概要（下線部は平成30年調査からの変更点） 

（１）会社法人（母集団の大きさ：約 170万法人、報告者数：約：34万法人） 

基本的考え方 法人が所有する土地面積の結果表章（業種別、資本金階級別、都道府県別）について

目標精度を設定 

抽出方法 以下の法人を全数とし、その他は業種別・資本金階級別に層化抽出 

・大土地所有法人（前回調査以降、100万㎡以上の土地所有を把握した法人） 

・調査票Ｂの対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人） 

・資本金１億円以上 

・資本金１億円未満の一部業種（農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、電

気・ガス・熱供給・水道業、複合サービス事業） 

（２）会社以外の法人（母集団の大きさ：約 30万法人、報告者数：約 15万法人） 

基本的考え方 法人が所有する土地面積の結果表章（都道府県別、組織形態別）について目標精度を

設定 

抽出方法 以下の法人は全数とし、その他は組織形態別に層化抽出 

・大土地所有法人 

・調査票Ｂの調査対象法人 

・学校法人 

・一部の組織形態（医療法人、各種協同組合のうち農業・林業・漁業協同組合、その

他の会社以外の法人）の土地所有法人 

 

   これについては、全体の報告者数を抑制しつつ、本調査のカバレッジの向上のため、

結果精度に大きな影響を及ぼす広大な土地を保有している業種や組織形態の法人を全数

階層として設定するものであるため、適当である。 

 

ウ 調査票Ｂの変更 

本申請では、調査票Ｂの法人の名称欄を削除する計画である。 

これについては、調査票Ｂの配布対象に必ず配布される調査票Ａにおいて把握できるた

め削除するものであり、適当である。 

 

エ 調査票Ｃの変更 

    従来、本調査の実施年には、年次の一般統計調査である土地動態調査の調査事項を、本

調査の調査票Ｃにおいて把握していたが、令和元年に土地動態調査に代わり土地保有・動

態調査（一般統計調査）が新設されたため、本申請では、同調査の法人票の調査事項を、

本調査の調査票Ｃにおいて把握する計画である。 

これに伴う調査票Ｃの変更内容は、表３のとおりである。 

 

表３ 調査票Ｃの変更内容 

項目 平成30年調査 令和５年調査 

調査対象の

範囲 

●資本金１億円以上の会社法人 ①資本金５億円以上の会社法人 

②売買による所有権移転登記があった土地の

取引当事者である売主・買主 

報告者数 ●約30,000法人 ①約 7,500法人 

②約30,500法人（母集団の大きさ：約100万

法人） 

報告者の選

定方法 

●全数 ①全数 

②無作為抽出 

母集団名簿 ●事業所母集団データベース 

（名簿更新のため、土地動態調査、農林業セ

ンサス（農林水産省所管の基幹統計調査）及

①事業所母集団データベース（土地保有・動

態調査、農林業センサス及び行政記録情報

を補足的に使用） 
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項目 平成30年調査 令和５年調査 

び行政記録情報を補足的に使用） ②不動産登記情報（法務省から提供される調

査実施年の前年１年間に行われた売買によ

る土地の所有権移転登記に関する情報のう

ち、売主・買主が法人である取引を基に母

集団名簿を作成） 

調査事項 ●所在都道府県別、購入・売却等した土地の

面積、帳簿価格、売買区画数 

●棚卸資産以外・棚卸資産別、１年間に購

入・売却等した土地の面積、帳簿価格、売

買区画数 

●購入・売却した土地の所在地※、面積※、

資産区分、土地状況、購入・売却目的（購

入・売却各10件）※はプレプリント 

●事業用資産・棚卸資産別、１年間に購入・

売却した土地面積、帳簿価格、売買区画数 

（注）令和５年調査では、調査対象の範囲によって、報告者の選定方法等が異なる（それぞれ①及び②とし
て記載）が、調査事項は共通である。 

 

    これについては、土地保有・動態調査の調査事項を本調査の一部に取り込んで実施する

ことにより、土地の所有状況とその変動要因を一体的に分析することが可能となるととも

に、報告者負担の軽減や調査事務の効率化にも資することから、おおむね適当である。 

    ただし、土地の帳簿価格等の調査事項について、回答内容の正確性を確保する観点から、

報告者が調査票の提出に際して、保有する税務・会計書類等との一致をチェックできるよ

うな仕組みを設ける必要があることを指摘する。 

 

オ 公表の期日の変更 

  平成 30 年調査では、「土地動態編」の確報公表時期が、土地保有・動態調査の令和元年

結果の公表時期よりも遅れていたが、本申請では、「保有・動態編」（注１）のフロー部分

（調査票Ｃのうち、「売買以外による土地の移動状況」を除く。）の公表の期日を調査実

施翌年の９月から同３月に６か月前倒しし、土地保有・動態調査の令和５年結果の公表時

期と同時期とする計画である。 

  これについては、土地のフローに係る結果を毎年定期的に公表できるようにするもので

あり、利用者の利便性の向上に資するとともに、国土交通省は、公表作業全体の遅延等の

影響も想定されないとしていることから、適当である。 

 （注１）令和５年調査の「保有・動態編」は平成 30年調査の「土地動態編」に相当 

 

２ 平成29年答申における「今後の課題」への対応状況 

本調査については、平成29年答申において、以下の検討課題が指摘されている。 

 

① 本調査の調査事項のうち、土地に係る「今後の保有等予定」については、今回の調査結

果及び関連項目である「転換予定」の調査結果並びにこれらの事項を用いた分析状況を踏

まえ、５年で区切る必要性や、売却について検討していない場合の対応等、選択肢の適切

な設定について、次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに検討し、結論を

得ること。 

② 調査対象である法人が外資系か否かの区分で集計することについて、利用ニーズを踏ま

えつつ、調査事項の更なる追加、又は、法人番号を利用したデータ・リンケージの活用等

を、次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに検討し、結論を得ること。 

③ 土地単位でのパネルデータの作成について、今回調査の結果も活用し、その技術的課題
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を明確化した上で、追加的に必要とされる行政記録情報等の収集方法も含めて検討し、次

回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに、取組の方向性に関する一定の結論

を得ること。 

 

①については、前記１（２）イ（ア）のとおりである。 

②について、国土交通省は、重要土地等調査法（注２）の成立（令和３年６月）により、安全保

障・経済安全保障上に関わる土地保有状況について必要な情報の把握が行われることも踏まえ、

本調査としては特に新たな調査項目は設定せず、必要に応じて経済センサスなどの他の統計調

査とリンケージさせ、特別集計等で対応することとしている。 

これについては、報告者負担を増加させることなく、利活用ニーズに対応しようとするもの

であり、おおむね適当である。 

ただし、今後の特別集計等の検討に当たっては、国土交通省内の関係する政策部局だけでな

く、更に幅広い利用者ニーズを踏まえた上で、対応を図る必要があることを指摘する。 

  ③について、国土交通省は、平成29年答申以降の議論等を踏まえ、不動産登記情報のデジタ

ルデータの整備・検討状況を注視しつつ、パネルデータ作成に係る技術的課題と活用方策の検

討、データの利用を念頭に置いた調査の見直しを進めることとしている。 

これについては、取組の方向性として適当である。 

なお、今後のパネルデータ作成に係る検討に当たっては、その費用と便益にも留意しながら、

取組を進める必要がある。 

（注２)重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律（令和３年法

律第84号） 

 

３ 公的統計の整備に関する基本的な計画への対応状況 

（１）不動産関連統計の改善・体系的整備 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和２年６月２日閣議決定）（以下「基本計

画」という。）において、表４のとおり、検討課題が掲げられている。 

 

  表４ 基本計画「別表 今後５年間に講ずる具体的施策」（抜粋） 

項 目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 

(7) 不動産関 

連統計の改

善・体系的

整備 

① ５年ごとに実施する法人土地・建物基本調

査とその中間年に実施する土地動態調査に

ついて、不動産登記情報の公開の在り方な

どの検討動向を注視しつつ、不動産登記情

報の活用の可能性や、フローとストックの

情報を地域別に把握することも含め、法人

における土地の所有・利用構造をより的確

に把握する調査を効率的に実施する方向で

検討を促進する。 

国土交通省 令和５年（2023 年)法

人土地・建物基本調

査の企画時期までに

結論を得る。 

② 我が国の土地所有及び利用状況の全体像

を把握するため、土地基本調査の作成方法

の充実に向け、関係府省とも連携し、解決

すべき課題を整理・検討する。 

国土交通省 平成 30 年度（2018 年

度）から実施する。 
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これらの検討課題については、基本計画の改定に向けた統計委員会（企画部会第２ワーキ

ンググループ）の審議結果も踏まえると、 

①については、令和元年から新たに実施されている土地保有・動態調査により対応がなさ

れており、適当である。 

また②については、国土交通省において継続的に研究会が開催され、課題解決に向けた取

組が進められているため、おおむね適当である。 

ただし、今後の不動産登記情報のデジタルデータの整備に伴う当該情報の活用といった課

題も残されていることから、前記２③と併せて、土地基本調査（注３）の作成方法の充実に向け

て引き続き検討を行うことを「４ 今後の課題」として指摘する。 

（注３）本調査及び「住宅・土地統計調査」（総務省所管の基幹統計調査）の転写・集計により作成した「世帯土

地統計」の総称 

 

（２）行政記録情報等の活用 

   基本計画においては、統計調査の実施計画を策定するに当たって、活用可能な行政記録情

報等の有無等について事前に調査し、検討することとされている。 

本調査においては、令和５年調査において、都道府県が所有する「森林簿」を、将来的な

回答の代替も念頭に、標本設計や審査に活用することを検討することとしている。 

   これについては、今後の行政記録情報等の更なる利活用も視野に入れて検討がなされてい

ることから、適当である。 

 

４ 今後の課題 

（１）調査事項の見直しについて 

今後の本調査の企画に当たっては、土地基本調査の視点も含め、本調査の利活用ニーズを

精査した上で、土地の管理状態に着目した調査事項の必要性やシェアオフィスの取扱い、既

存の調査事項の削減等について検討すること。 

 

（２）我が国の土地所有及び利用状況の全体像の把握について 

我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するため、不動産登記情報のデジタルデー

タの整備・検討状況も踏まえつつ、行政記録情報等の更なる活用や土地単位でのパネルデー

タの作成なども含め、土地基本調査の作成方法の充実及びそれを踏まえた本調査の改善に向

けて、引き続き検討すること。 



総 政 企 第 236 号  

令和４年11月30日  

 

 

 

統計委員会委員長 

椿   広 計 殿 

総務大臣 

                                松 本 剛 明  

 

 

諮問第165号 

法人土地・建物基本調査の変更について（諮問） 

 

 

 

標記について、令和４年11月24日付け国総情建第171号により国土交通大臣から別添「基

幹統計調査の変更について（申請）」のとおり申請があったところ、その承認の適否を判

断するに当たり、統計法（平成19年法律第53号）第11条第２項において準用する同法第９

条第４項の規定に基づき、統計委員会の意見を求める。 

 

 

（公印・契印省略） 
資料２－２ 

obara-s2gu
四角形

obara-s2gu
テキストボックス
参考資料２



国総情建第171号 

令和４年11月24日 

総 務 大 臣  殿 

国 土 交 通 大 臣 

（公 印 省 略）  

基幹統計調査の変更について（申請） 

下記調査の変更について、統計法（平成19年法律第53号）第11条第１項に基づく承認を

受けたいので、別紙申請事項記載書に関係書類を添えて、申請します。 

記 

法人土地・建物基本調査 

主管部課 国土交通省 不動産・建設経済局 情報活用推進課 

事務担当者 専門調査官 小原 聡 

電話 03（5253）8111 内線 29811 

e-mail obara-s2gu@mlit.go.jp 
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別紙

申 請 事 項 記 載 書

１ 調査の名称 法人土地・建物基本調査 

２ 変更の内容 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・

法人・団体 □地方公共団体 □その他）

   【調査票Ｂ】日本標準産業分類に掲げる中分類「33 電気

業」、「34 ガス業」、「37 通信業」（小分類

「371  固定電気通信業」及び「372  移動電

気通信業」に限る。）、「38 放送業」及び

「42  鉄道業」を営む法人、道路法（昭和 27

年法律第 180 号）で規定される自動車専用道

路を所有している法人並びに土地改良法（昭

和 24 年法律第 195 号）に基づき設立された土

地改良区のうち水路を所有している法人 

【調査票Ｃ】資本金５億円以上の会社法人又は売買によ

る所有権移転登記があった土地の取引当事者

である売主・買主の法人 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲

【調査票Ｂ】日本標準産業分類に掲げる中分類「33

  電気業」、「34 ガス業」、「37 通信 

業」（小分類「371 固定電気通信業」及

び「372 移動電気通信業」に限る。）、

「38 放送業」及び「44  鉄道業」を営む

法人、道路法（昭和 27年法律第 180 号）

で規定される自動車専用道路を所有して

いる法人並びに土地改良法（昭和 24 年法

律第 195 号）に基づき設立された土地改

良区のうち水路を所有している法人 

【調査票Ｃ】資本金１億円以上の会社法人 

・記載内容の適正化

・前回調査時（H30 年）は

毎年調査の法人を対象とし

た「土地動態調査」を【調

査票Ｃ】としていたが、令

和元年以降に法人及び個人

を対象とした「土地保有・

動態調査」へ統合したた

め、同調査の法人部分につ

いては、本調査の実施年に

限り【調査票Ｃ】として実

施することに伴う変更

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数

【調査票Ｃ】（資本金５億円以上の会社法人）約 7,500

法人 

（土地の取引当事者である売主・買主）約 

30,500 法人（母集団の大きさ：約 100 万法

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数

【調査票Ｃ】約 30,000 法人（母集団数約 30,000 法

人） 

・前回調査時（H30 年）は

毎年調査の法人を対象とし

た「土地動態調査」を【調

査票Ｃ】としていたが、令

和元年以降に法人及び個人

を対象とした「土地保有・
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変  更  案 変  更  前 変 更 理 由 

人） 

 

（２）報告者の選定方法（詳細は別添１を参照） 

  【調査票Ａ】（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) 

 □有意抽出） 

事業所母集団データベースの令和２年次フレームを基

に土地保有・動態調査（国土交通省が所管する一般統

計調査）、農林業センサス（農林水産省が所管する基

幹統計調査）及び行政記録情報を補足的に用いて母集

団名簿を作成し、業種別、資本金別、本社所在地の都

道府県別に層化して、無作為抽出により選定する。な

お、土地所有面積が100万平米以上である法人や資本金

１億円以上の会社法人など結果精度への影響が大きい

法人は全数とする。 

 

【調査票Ｂ】（■全数 □無作為抽出(□全数階層あ 

り)□有意抽出） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、調査対象の範囲に示

した法人の全数を報告者とする。 

 

【調査票Ｃ】（■全数 ■無作為抽出(□全数階層あ 

り)□有意抽出） 

（資本金５億円以上の会社法人） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、法人の資本金に

係る情報を把握し、資本金５億円以上の会社法人の

全数を報告者とする。 

（土地の取引当事者である売主・買主） 

法務省から提供される調査実施年の前年１年間

（１月１日から 12 月 31 日まで）に行われた売買に

よる土地の所有権移転登記に関する情報のうち、売

主・買主の諸属性が法人である取引を基に母集団名

 

 

（２）選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

別添１を参照。 

 

母集団名簿には事業所母集団データベースを用いる。

なお、土地動態調査（国土交通省が所管する一般統計

調査）、農林業センサス（農林水産省が所管する基幹統

計調査）及び行政記録情報を補足的に使用する。 

動態調査」へ統合したた

め、同調査の法人部分につ

いては、本調査の実施年に

限り【調査票Ｃ】として実

施することに伴う変更 

・記載内容の明確化 
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変  更  案 変  更  前 変 更 理 由 

簿を作成し、売買区分別、所在地の圏域別、同一都

道府県内の土地取引か否かの別、地目の分類別及び

地域区分別に層化して、無作為抽出により選定す

る。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票様式を参

照） 

【調査票Ｃ】 

① 法人の概況（名称、法人番号、所在地、組織形

態、業種、常用雇用者数等）  

   ※ただし、調査票Ｃのみを配布する法人に限る。 

② 売買以外による土地の移動状況（土地の移動の有

無、土地面積等） 

③ 土地の売買状況（土地の状況、売買の目的等） 

 

 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票様式を参

照） 

【調査票Ｃ】 

① 土地の取得及び売却等の有無 

② 取得及び売却等した土地の状況（面積、帳簿価 

格、売買区画数） 

③ 都道府県ごとの取得及び売却等した土地の状況

（都道府県、面積、帳簿価格、売買区画数） 

 

 

・前回調査時（H30 年）は

毎年調査の法人を対象とし

た「土地動態調査」を【調

査票Ｃ】としていたが、令

和元年以降に法人及び個人

を対象とした「土地保有・

動態調査」へ統合したた

め、同調査の法人部分を本

調査の実施年に限り【調査

票Ｃ】として実施すること

に伴う変更 

 

（２）基準となる期日又は期間 

     令和５年１月１日現在。ただし、（１）【調査票Ｃ】の 

②及び③については、調査実施年の前年の１年間（１

～12 月） 

（２）基準となる期日又は期間 

平成 30 年１月１日現在（一部の項目については、平

成 29 年１年間（１～12月）の実績） 

 

・年次更新による修正 

・【調査票Ｃ】の②及び③

については、調査実施年の

前年 1年間の土地の売買状

況を把握する項目のため、

記載内容を明確化 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

① 会社法人及び会社以外の法人（国所管のもの） 

国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

 

   ② 会社以外の法人（国所管以外のもの） 

 

・都道府県の事務負担軽減

のため、都道府県への委託

は行わず、調査事務を一括

して行うための変更 

 

4



変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 
（配布）国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

（回収）報告者 － 都道府県 － 民間事業者 － 国土 

交通省 

（２）調査方法

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用

システム □独自のシステム ■電子メール） □調査

員調査 □その他（ ） 

〔調査方法の概要〕 

国土交通省が委託した民間事業者が、報告者に対して

郵送により調査票及び政府統計共同利用システムのオン

ライン調査回答用のログイン情報を配布する。

ただし、政府統計共同利用システムにメールアドレス

を登録している資本金５億円以上の会社法人について

は、メールアドレスの有効性を確認した上で、政府統計

共同利用システムのオンライン調査回答用のログイン情

報を電子メールにより送付する。 

報告者は、調査票に記入し、郵送又は電子メールによ

り国土交通省（民間事業者設置の事務局）に提出するほ

か、政府統計オンライン調査システムを利用して回答す

ることができる。 

なお、電子メールにより調査票を提出する場合には、

調査票情報が保存されているファイルに対して、報告者

ごとにパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずる

こととする。 

民間事業者は、調査票の配布・収集に併せて督促・疑

義照会も行う。 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調

査 □その他（ ））

ア 会社法人及び会社以外の法人（国所管のもの）

国土交通省が委託した民間事業者から報告者へ調査票

を郵送し、報告者において記入し、これを指定日まで

に郵送により民間事業者を経由し国土交通省に提出、

又は、オンラインにより国土交通省に提出する。 

イ 会社以外の法人（国所管以外のもの）

国土交通省が委託した民間事業者から報告者へ調査票

を郵送し、報告者において記入し、これを指定日まで

に郵送により都道府県に提出、又は、オンラインによ

り国土交通省に提出する。 

報告者からの提出を受けた都道府県については、指定

日までに郵送により、民間事業者を経由して国土交通

省に提出する。 

ウ オンライン調査については、「政府統計オンラインシ

ステム」及び電子メールにより行う。なお、電子メー

ルの送受信に当たっては、調査票情報が保存されてい

るファイルに対して、報告者ごとに異なるパスワード

を設定したセキュリティ対策を講ずることとする。 

エ 民間委託の内容

調査票の印刷、封入、調査票の配布、回収、督促、審

査、データ入力及び集計 

・「法人土地・建物基本調

査令和３年予備調査」にお

いて電子メールによる調査

票の配布に一定の効果が確

認されたことや、コスト削

減効果が見込まれること等

を踏まえ、法人に対する電

子メールでの調査票の配布

を可能とするための変更 
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変  更  案 変  更  前 変 更 理 由 

７ 報告を求める期間 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和５年７月上旬～９月上旬 

７ 報告を求める期間 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

平成 30 年７月上旬～９月上旬 

 

・調査実施期間の年次更新 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧による。 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧による。 

・【調査票Ａ】及び【調査

票Ｃ】の調査事項の変更に

伴う集計事項の変更 

なお、前回調査の集計事

項一覧のうち「土地動態

編」については、「保有・

動態編」に変更 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（２）公表の期日 

令和６年９月末までに速報、令和７年９月末までに確

報をそれぞれ公表する。 

ただし、「保有・動態編」（５（１）【調査票Ｃ】の②を

除く。）については令和６年３月に公表する。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（２）公表の期日 

平成 31 年９月末までに速報、平成 32 年９月末までに

確報をそれぞれ公表する。 

 

・公表期日の年次更新 

・【調査票Ｃ】の一部調査

事項については、毎年実施

している「土地保有・動態

調査」の個人部分と同時に

公表することに伴う公表期

日の変更 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

区 分 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 

２年 

国土交通省 不動

産・建設経済局 

情報活用推進課長 

調査票の内容を記

録した電磁的記録

媒体 

永年 

国土交通省 不動

産・建設経済局 

情報活用推進課長 
 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

区 分 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 

 

 

２年 

国土交通省 土地・

建設産業局 企画課

長 

調査票の内容を記

録した電磁的記録

媒体 

永年 

国土交通省 土地・

建設産業局 企画課

長 
 

・令和２年７月に組織変更

があったことに伴う保存責

任者の変更 
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法人土地・建物基本調査 調査票新旧対照表

〔調査票A〕
Ⅱ 土地・建物の所有状況について

8 土地・建物の所有の有無

（変更）
・年次の更新
・所有の対象とする建物の補足説明を追加。
（変更理由）
 記載の適正化のため。（実質的な変更を生じない記載の更新、説明の詳細化）

Ⅲ－(１) 宅地などについて
10 所在地

（変更）
 地番で記入に変更。
（変更理由）
 記載の適正化のため。（実質的な変更を生じない表現ぶりの変更）

14 土地の取得時期

（変更）
・「土地の取得時期」の年次の更新
・設問14から「今後の保有等予定」を削除
・回答欄から保有等予定を削除
（変更理由）
・記載の適正化のため。
・設問16「売却等・他の用途への転換予定」として統合するため。
・設問14から「今後の保有等予定」の削除に伴う回答欄の変更。

新 旧

新 旧

新 旧
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15 土地の利用現況・5年前の利用状況

（変更）
・「5年前の利用状況」の対象の変更。
・設問15から「転換予定」を削除。
（変更理由）
・「5年前の利用状況」と「土地の利用現況」の設問を統合するため。
・転換予定について、設問16「売却等・他の用途への転換予定」として統合するため。

16 売却等・他の用途への転換予定

（新規）

（変更）
・設問14の「土地の取得時期」の副問「今後の保有等予定」、設問15の「土地の利用現況」の副問「転換予定」を設問16「売却等・他の用途への転換予定」として統合。
（変更理由）
・前回の平成30年調査の統計委員会の審議において、「選択肢の適切な設定」等の課題を踏まえ検討を行った結果、設問を統合することとした。

新 旧

新 旧
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Ⅳ 貴法人が所有るする建物について
 Ⅳ－(１) 工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡未満）について

（変更）
・「工場敷地以外にある建物」、「工場敷地にある建物」の記入欄を「延べ床面積200㎡未満の建物」、「延べ床面積200㎡以上の建物」に変更
・工場敷地にある200㎡未満の建物がある工場敷地数、建物の延べ床面積を工場敷地ごとの記入から合算記入に変更。
（変更理由）
・記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し

Ⅳ－（２）工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）について
（1ページ目）

（変更）
 「工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」の記入欄を「工場敷地内にある建物」の記入欄と統合し「延べ床面積200㎡以上の建物について」に変更。
（変更理由）
 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し

新 旧

新 旧
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（2ページ目）

（変更）
・「建築時期」の年次の更新
・設問28「建物の利用現況」に「工場」、「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース等）」を追加。
（変更理由）
・記載の適正化のため。
・「工場」の追加
前回までは工場敷地以外と工場敷地にある建物を分けて記入していたため、「工場」を選択肢から除いていたが、記入欄を統合するため「工場」を追加。

・「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース等）」の追加
コロナ禍により働き方が変わる中、一定程度需要があり、今後増加が見込まれる「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース等）」を把握するため、項目を追加。

Ⅳ－（３）工場敷地にある建物について
（1ページ目）

（削除）

（変更）
 「工場敷地内にある建物」の記入欄を「工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」の記入欄と統合し「延べ床面積200㎡以上の建物について」に変更。
（変更理由）
 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し。

新 旧

新 旧
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（２ページ目）

（削除）

（変更）
 「工場敷地内にある建物」の記入欄を「工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」の記入欄と統合し「延べ床面積200㎡以上の建物について」に変更。
（変更理由）
 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し。

〔調査票B〕
欄外

法人の名称

（変更）
 法人の名称欄の削除。
（変更理由）
 調査票Aにおいて同様の法人の名称欄があり、調査票Bの配布対象は必ず調査票Aが配布され、重複することから欄を削除。

新 旧

新 旧
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〔調査票C〕
（旧調査票）

（削除）

（削除）

新 旧

新 旧
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（削除）

（削除）

新 旧

新 旧

13



（削除）

（新調査票）

（新規）

新 旧

新 旧

14



（新規）

（変更）
 調査票の変更
（変更理由）
 前回調査時（H30年）は毎年調査の土地動態調査を調査票Ｃとして行ったが、令和元年に調査を統合し、土地保有・動態調査となったため、統合による調査票の変更。

新 旧

15



法
人
業
種

会
社
法
人
業
種

資
本
金
額

支
所
・
支
社
・
支
店
の
数

土
地
所
在
地

本
社
所
在
地

組
織
形
態
 及
 び
 上
 場
 の
 有
 無

常
用
雇
用
者
数

所
有
土
地
の
総
面
積

会
社
法
人
業
種
，
資
本
金
額

法
人
業
種
，
常
用
雇
用
者
数

本
社
所
在
地
，
法
人
業
種

本
社
所
在
地
，
資
本
金
額

所
有
土
地
の
資
産
額

所
有
す
る
宅
地
な
ど
の
資
産
額

取
得
時
期

1
区
画
の
土
地
面
積

建
物
所
在
地

所
有
土
地
の
有
無
及
び
所
有
土
地
の
総
面
積

構
造

建
築
時
期

敷
地
の
権
原

貸
付
の
有
無

主
な
利
用
現
況

主
な
利
用
現
況
，
敷
地
の
取
得
時
期

第１部　土地の所有・利用に関する事項

１．土地の所有に関する総括的な事項

１－１a　所有土地の有無、土地の種類別　法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 1,4 2,3 2,3 1,2,3

１－２　土地の種類別　土地所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1 1 1 1

1 1 1 1

１－ ３４　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

１－ ４５　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

２．土地の所有規模に関する事項

２ａ　所有土地の総面積に関する事項

２ａ－１　所有土地の総面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ａ－２　所有土地の総面積別　土地所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ａ－３　所有面積別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ａ－４　土地の種類，土地の種類別所有面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1 1 1 1 1

２ａ－５　土地の種類別，土地の種類別所有面積別　土地所有面積 1 1 1 1 1

２ｂ　宅地などの所有件数に関する事項

２ｂ－１　宅地などの所有件数別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ｂ－２　宅地などの所有件数別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ｃ　宅地などの1区画の土地面積に関する事項

２ｃ－１　1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

２ｃ－２　1区画の土地面積別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

２ｃ－３　1区画の土地面積別　宅地などの所有件数及び1区画当たり平均面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

３．宅地などの所有形態に関する事項

３－１　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

３－２　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

３－３　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

３－４　本所・本社・本店の敷地の所有形態別 、　法人数 1 1 1 1 1

４．宅地などの取得時期に関する事項

４－１　取得時期別、　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

１－１b　土地の種類別　土地所有法人数

１－３　土地の種類別　土地所有面積十分位数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

４－２　取得時期別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－３　取得時期別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－４　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－５　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－６　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

４－７　取得時期，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－８　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－９　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

４－10　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－11　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－12　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－13　本社との位置関係， 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－14　本社との位置関係， 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－15　本社との位置関係， 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

４－16　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－17　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－18　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

５．宅地などの貸付に関する事項

５－１　貸付の有無別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

５－２　貸付の有無別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

５－３　貸付の有無別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

６．宅地などの利用現況に関する事項

６－１　利用現況別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

６－２　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有法人数 1,2,3

６－ ２３　利用現況別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

６－４　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有面積 1,2,3

６－ ３５　利用現況別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

６－６　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有件数 1,2,3

６－ ４７　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有法人数 1
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

６－ ５８　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有面積 1

６－ ６９　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有件数 1

６－ ７10　利用現況別，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

６－ ８11　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

６－ ９12　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

６－103　取得時期，利用現況別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

６－114　取得時期，利用現況別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

６－125　取得時期，利用現況別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

６－136　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

６－147　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

６－158　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

７．低・未利用地に関する事項

７－１　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－２　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－３　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－４　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－５　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－６　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－７　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有法人数 1 1 1 1 1

７－８　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有面積 1 1 1 1 1

７－９　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有件数 1 1 1 1 1

７－10　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数 1 1 1 1 1

７－11　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積 1 1 1 1 1

７－12　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数 1 1 1 1 1

８．土地の資産額に関する事項

８－１　土地の種類別　土地資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

８－２　利用現況別　宅地などの資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

８－３　所有土地の資産額別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1 1 1 1 1

８－４　所有土地の資産額別　土地所有面積 1 1 1 1 1
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

第２部　建物の所有・利用に関する事項

１．建物の所有に関する総括的な事項

１－１a　所有建物の有無・構造・地下階の有無別　法人数 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 2,3 2,3 1,4 2,3

１－２　建築時期・新耐震基準別　建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

１－３　敷地の権原・所有権の種類別　建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

１－４　主な利用現況・利用現況別　建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

１－５　貸付の有無，貸付割合別　 工場敷地以外の建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

２．建物の所有規模に関する事項

 ２ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

２ ａ－１　延べ床面積別　所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

２ ａ－２　延べ床面積別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，1法人当たり総延べ床面積及び1建物当たり延べ床面積 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

 ２ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ２ｂ－１　延べ床面積別　所有する工場数

 ２ｂ－２　延べ床面積別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積，1法人当たり総延べ床面積及び1工場当たり延べ床面積

３．建物の構造に関する事項

 ３ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

３ ａ－１　構造・地下階の有無別　所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

３ ａ－２a　構造，階数・地下階の有無別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 4 2,3

 ３ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ３ｂ－１　構造別　所有する工場数

 ３ｂ－２　構造別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積

４．建物の建築時期に関する事項

 ４ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

４－１　建築時期・新耐震基準別　所有する建物数 1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

４ ａ－ １２　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1

３－２b　構造，地下階の有無別　所有する建物の総延べ床面積

４－３　建築時期・新耐震基準別　所有する建物の総延べ床面積

４ ａ－ ２４　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積

１－１b　構造・地下階の有無別　建物所有法人数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

 ４ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ４ｂ－１　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する工場数

 ４ｂ－２　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積

５．建物の敷地の権原に関する事項

 ５ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

５ ａ－１　敷地の権原・所有権の種類別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

５ ａ－２　敷地の権原・所有権の種類別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1 1 1 1 1

 ５ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ５ｂ－１　敷地の権原・所有権の種類別　所有する工場数

 ５ｂ－２　敷地の権原・所有権の種類別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積

６． 工場敷地以外の建物の利用現況に関する事項

６ －１　主な利用現況・利用現況別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

６ －２　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

６ －３　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

６－４　主な利用現況・利用現況別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1 1 1 1 1

６ －５　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1

６ －６　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1

７． 工場敷地以外の建物の貸付に関する事項

７－１　貸付の有無，貸付割合別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

７－２　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

７－３　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

７－４　貸付の有無，貸付割合別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積 1 1 1 1 1 1

７－５　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

７－６　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

７－７　主な利用現況，利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物数 1 1

1 1

1 1

1 1

８．建物の資産額に関する事項

７－８　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物の総延べ床面積

７－９　主な利用現況・利用現況別　建物の貸付可能面積及び現在貸付面積

７－10　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物資産額
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

８－１　構造別　 工場敷地以外の建物の建物資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

 ８－２　構造別　工場敷地内の建物の帳簿価格，減価償却額及び減価償却累計額

８－ ３２　主な利用現況別　建物資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

第３部　土地・建物の所有・利用に関する事項

１．土地の有効利用に関する事項

１－１　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　敷地とともに所有する建物数及び平均比率 1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

１－２　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　建物とともに所有する宅地の所有面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

1

１－３b　建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する総延べ床面積 1

 １－４　建築時期・新耐震基準別　工場数及び総延べ床面積

１－ ５４a　構造，建築時期・新耐震基準別　 工場敷地以外の敷地とともに所有する建物数 及び総延べ床面積 1

1

1

1

 １－６　構造，建築時期・新耐震基準別　工場数及び総延べ床面積

１－ ７５　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

１－ ８６　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

１－ ９７　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

１－10８　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数 1 1 1 1 1

１－11９　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積 1 1 1 1 1

１－1210　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数 1 1 1 1 1

２．土地・建物の一体的所有に関する事項

２－１　所有する土地・建物の有無別　法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－２　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物がある法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－３　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物の資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

１－３a　建築時期・新耐震基準別　 工場敷地以外の敷地とともに所有する建物数 及び総延べ床面積

１－４b　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物数

１－４c　構造，建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

１－４d　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積
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調査計画（変更後） 

 

１ 調査の名称 

法人土地・建物基本調査 

 

２ 調査の目的 

我が国の法人における土地・建物の所有状況、利用状況及び取得状況等に関する実態を調査し、その現状を

全国及び地域別に明らかにすることにより、土地に関する諸施策その他の基礎資料を得るとともに、広く一般

の利用に供することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

【調査票Ａ】日本国内に本所・本社・本店を有する法人（国及び地方公共団体を除く。） 

【調査票Ｂ】日本標準産業分類に掲げる中分類「33  電気業」、「34  ガス業」、「37 通信業」（小分類

「371  固定電気通信業」及び「372  移動電気通信業」に限る。）、「38  放送業」及び「42  

鉄道業」を営む法人、道路法（昭和27年法律第180号）で規定される自動車専用道路を所有して

いる法人並びに土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき設立された土地改良区のうち水路

を所有している法人 

【調査票Ｃ】資本金５億円以上の会社法人又は売買による所有権移転登記があった土地の取引当事者であ

る売主・買主の法人 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

【調査票Ａ】約490,000法人（母集団の大きさ：約200万法人） 

【調査票Ｂ】約5,000法人 

【調査票Ｃ】（資本金５億円以上の会社法人）約7,500法人 

（土地の取引当事者である売主・買主）約30,500法人（母集団の大きさ：約100万法人） 

（２）報告者の選定方法（詳細は別添１を参照） 

【調査票Ａ】（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) □有意抽出） 

事業所母集団データベースの令和２年次フレームを基に土地保有・動態調査（国土交通省が所管する一般

統計調査）、農林業センサス（農林水産省が所管する基幹統計調査）及び行政記録情報を補足的に用いて母

集団名簿を作成し、業種別、資本金別、本社所在地の都道府県別に層化して、無作為抽出により選定する。

なお、土地所有面積が100万平米以上である法人や資本金１億円以上の会社法人など結果精度への影響が大

きい法人は全数とする。 
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【調査票Ｂ】（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、調査対象の範囲に示した法人の全数を報告者とする。 

【調査票Ｃ】（■全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

（資本金５億円以上の会社法人） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、法人の資本金に係る情報を把握し、資本金５億円以上の会社法人の全

数を報告者とする。 

（土地の取引当事者である売主・買主） 

法務省から提供される調査実施年の前年１年間（１月１日から12 月31 日まで）に行われた売買によ

る土地の所有権移転登記に関する情報のうち、売主・買主の諸属性が法人である取引を基に母集団名簿を

作成し、売買区分別、所在地の圏域別、同一都道府県内の土地取引か否かの別、地目の分類別及び地域区

分別に層化して、無作為抽出により選定する。 

（３）報告義務者 

調査対象となる法人の代表者 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票様式を参照） 

   【調査票Ａ】 

① 法人の概況（名称、法人番号、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等） 

② 法人における土地・建物の所有状況（土地・建物の所有の有無、うち本所・本社・本店の敷地所有状

況） 

③ 法人が所有する土地の状況（土地ごとの所在地、土地面積等） 

④ 法人が所有する建物の状況（建物ごとの所在地、延べ床面積等） 

     【調査票Ｂ】 

特殊な用途の土地（注）に係る土地ごとの所在地、用途、件数、土地面積 

（注）電気業における送配電施設用地、変電施設用地及び発電所用地、ガス業におけるガス供給施設用地、固定電気通信業及び

移動電気通信業における通信施設用地、放送業における放送施設用地（送信所又は中継所の用に供される土地に限る。）並

びに鉄道業における停車場用地、鉄軌道等用地及び鉄道林用地並びに道路用地及び水路（未供用のものを含む。）をいう。 

   【調査票Ｃ】 

①  法人の概況（名称、法人番号、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等）  

※ただし、調査票Ｃのみを配布する法人に限る。 

②  売買以外による土地の移動状況（土地の移動の有無、土地面積等） 

③  土地の売買状況（土地の状況、売買の目的等） 

 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

 法人の名称及び法人番号は、法人の識別にのみ使用しており、集計は行わない。 
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（２）基準となる期日又は期間 

令和５年１月１日現在。ただし、（１）【調査票Ｃ】の②及び③については、調査実施年の前年の１年間（１

～12 月） 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

   国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール） 

     □調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

国土交通省が委託した民間事業者が、報告者に対して郵送により調査票及び政府統計共同利用システム

のオンライン調査回答用のログイン情報を配布する。 

ただし、政府統計共同利用システムにメールアドレスを登録している資本金５億円以上の会社法人につ

いては、メールアドレスの有効性を確認した上で、政府統計共同利用システムのオンライン調査回答用のロ

グイン情報を電子メールにより送付する。 

報告者は、調査票に記入し、郵送又は電子メールにより国土交通省（民間事業者設置の事務局）に提出す

るほか、政府統計オンライン調査システムを利用して回答することができる。 

なお、電子メールにより調査票を提出する場合には、調査票情報が保存されているファイルに対して、報

告者ごとにパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずることとする。 

民間事業者は、調査票の配布・収集に併せて督促・疑義照会も行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 ■５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年： 平成３０年 ） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和５年７月上旬～９月上旬 

 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧による。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 
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   インターネット（e-Stat及び国土交通省ホームページ）に掲載するとともに、追って報告書を刊行する。 

（２）公表の期日 

令和６年９月末までに速報、令和７年９月末までに確報をそれぞれ公表する。 

ただし、「保有・動態編」（５（１）【調査票Ｃ】の②を除く。）については令和６年３月に公表する。 

 

10 使用する統計基準等 

 ■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

区 分 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 
２年 

国土交通省 不動産・建設経済局 

情報活用推進課長 

調査票の内容を記録した電磁的記

録媒体 
永年 

国土交通省 不動産・建設経済局 

情報活用推進課長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  該当なし 
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法人土地・建物基本調査の標本設計について

法人土地・建物基本調査の標本設計は、以下のとおり、法人を抽出単位とする層別抽出

法によって行う。

１ 【調査票Ａ】、【調査票Ｂ】

（１）会社法人

法人が所有する土地面積の表章結果について、精度の目標値を以下のとおりに設定す

る。なお、それぞれの業種及び資本金の区分については、表１のとおりとする。

a  全国の業種（18 区分）×資本金（5 区分）ごとの表章結果の標準誤差率を 15％以

下とする。

b  本社所在地の都道府県×業種（18 区分）ごとの表章結果の標準誤差率を 20％以下 
とする。

c  全国の業種（48 区分）ごとの表章結果の標準誤差率を 15％以下とする。 

表１ 会社法人の目標精度の設定区分

業種 48 区分 業種 18 区分 

01 農業 Ａ 農業、林業 

02 林業 

03 漁業 Ｂ 漁業 

04 鉱業、採石業、砂利採取業 Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 

05 総合工事業 Ｄ 建設業 

06 その他の建設業 

07 食料品製造業 Ｅ 製造業 

08 繊維工業 

09 木材・木製品製造業（家具を除く） 

10 パルプ・紙・紙加工品製造業 

11 印刷・同関連業 

12 化学工業 

13 石油製品・石炭製品製造業 

14 窯業・土石製品製造業 

15 鉄鋼業 

16 非鉄金属製造業 

17 金属製品製造業 

18 はん用・生産用・業務用機械器具製造業 

19 電気機械器具製造業 

20 輸送用機械器具製造業 

21 その他の製造業 
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22 電気業 Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 

23 ガス・熱供給・水道業 

24 通信業、情報サービス業 Ｇ 情報通信業 

25 放送業、映像・音声・文字情報制作業 

26 鉄道業 Ｈ 運輸業、郵便業 

27 道路旅客・貨物運送業 

28 その他の運輸業 

29 卸売業 Ｉ 卸売業、小売業 

30 小売業 

31 金融業 Ｊ 金融業、保険業 

32 保険業 

33 不動産業 Ｋ 不動産業、物品賃貸業 

34 物品賃貸業 

35 学術研究、専門・技術サービス業 Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 

36 宿泊業 Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 

37 飲食サービス業 

38 生活関連サービス業 Ｎ 生活関連サービス業 

39 娯楽業 

40 教育、学習支援業 Ｏ 教育、学習支援業 

41 医療業、保健衛生 Ｐ 医療、福祉 

42 社会保険・社会福祉・介護事業 

43 複合サービス事業 Ｑ 複合サービス事業 

44 廃棄物処理業 Ｒ サービス業（他に分類されないも
の） 45 自動車整備業、機械等修理業 

46 その他の事業サービス業 

47 宗教 

48 その他のサービス業 

資本金階級 5区分 
1,000 万円未満 
1,000～3,000 万円未満 
3,000～5,000 万円未満 
5,000 万円～1億円未満 
1 億円以上  

この目標に基づき、次の法人については、結果精度への影響が大きいため、全数調査と

する。

・前回調査、前回調査以降に実施した土地保有・動態調査（一般統計調査）、農林業セ

ンサス（農林水産省が所管する基幹統計調査）において、所有土地面積が 100 万㎡

以上であった法人（以下、「大土地所有法人」という。

・調査票Ｂの調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

・資本金１億円以上の会社法人
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上記以外の資本金１億円未満の会社法人については、原則として標本調査とするが、

目標精度を達成するため、調査結果への影響が大きい一部の区分等については、全数を

調査の対象とする。全数を調査の対象とする理由については以下のとおり。

○大土地所有法人

１法人当たり 100 万㎡以上の土地を所有する約 1,500 法人であり、調査結果への影

響が極めて大きいため、全数を調査の対象とする（目標精度ａ、ｂ、ｃを達成するため

に不可欠である）。

なお、事前の母集団名簿整備において、潜在的な大土地所有法人を高い確度で特定す

ることが必要である。

○調査票 B の調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

調査票 B の調査対象となる「特殊な用途の土地」とは、電気業、ガス業、通信業、

放送業、鉄道業における特定用途の土地や道路用地、水路などを指し、これら特殊な用

途の土地を所有する法人については、１法人当たりの所有面積、分散がともに大きいこ

とや、地域別結果表章を考慮して全数を調査対象とする。

○資本金１億円以上の会社法人

資本金１億円以上の会社法人は約 33,000 法人である。当該法人の約６割が土地を所

有しており、１法人当たり所有面積、分散がともに大きく、調査結果への影響が大きい

ため（目標精度ｂを達成するために不可欠である）全数を調査対象とする。

○資本金１億円未満の会社法人

以下の業種については、調査結果への影響の大きさや地域表章の精度確保のため全数

を調査対象とする。

・農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業、複

合サービス事業

（２）会社以外の法人

法人が所有する土地面積の表章結果について、精度の目標値を以下のとおりに設定する。

なお、組織形態の区分については、表２のとおりとする。

本社所在地の都道府県×組織形態（６区分）ごとの表章結果の標準誤差率を５％以下と

する。
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表２ 会社以外の法人の目標精度の設定区分

組織形態 

社会福祉法人 

学校法人 

医療法人 

宗教法人 

各種協同組合 

その他の会社以外の法人 

この目標に基づき、次の法人については、結果精度への影響が大きいため、全数調査と

する。

・前回調査、前回調査以降に実施した土地保有・動態調査（一般統計調査）、農林業セ

ンサス（農林水産省が所管する基幹統計調査）において、所有土地面積が基準以上

であった法人（以下、「大土地所有法人」という。）

・調査票Ｂの調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

・学校法人

上記以外の法人については標本調査とするが、目標精度を達成するため、調査結果へ

の影響が大きい一部の区分等については、全数を調査の対象とする。全数を調査の対象

とする区分等の理由を以下に説明する。

○大土地所有法人

本社所在地×組織形態の区分ごとに、前回調査結果における所有土地面積の 99 パー

セント点の値と 100 万㎡を比較し、小さい方の値を基準とした。基準以上の土地面積を

所有する法人数は１％程度であるが、調査結果への影響が極めて大きいため、全数を調

査の対象とする（目標精度を達成するために不可欠である）。

なお、事前の母集団名簿整備において、潜在的な大土地所有法人を高い確度で特定す

ることが必要である。

○調査票 B の調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

調査票 B の調査対象となる「特殊な用途の土地」とは、電気業、ガス業、通信業、放
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送業、鉄道業における特定用途の土地や道路用地、水路などを指し、これら特殊な用途

の土地を所有する法人については、１法人当たりの所有面積、分散がともに大きいこと

や、地域別結果表章を考慮して全数を調査対象とする。

○学校法人

学校法人は約 8,000 法人である。当該法人の約９割が土地を所有しており、１法人当

たり所有面積、分散がともに大きく、調査結果への影響の大きさや地域表章の精度確保

等から全数を調査する。

○土地所有法人

前回調査、前回調査以降に実施した土地保有・動態調査（一般統計調査）、または、

事業所母集団データベース令和２年次フレームに収録された平成 28年経済センサス-活
動調査情報において土地を所有していた法人のうち、次に挙げるものは、調査結果への

影響が極めて大きいため、全数を調査の対象とする（目標精度を達成するために不可欠

である）。

医療法人

各種協同組合のうち農業・林業・漁業協同組合

その他の会社以外の法人

２【調査票Ｃ】

（全数）

資本金５億円以上の会社法人（約 7,500 者）については、本調査を補完する土地保有・

動態調査（一般統計調査）との継続性を鑑み、全数調査とする。

（標本）

土地の購入・売却状況（フロー）把握のため、売買による所有権移転登記情報を基に、

土地取引単位で売買区分（売主及び買主の２区分）、売主・買主所在地の圏域（東京圏、

名古屋圏、大阪圏及び地方圏の４区分）、同一都道府県内の土地取引か否か（２区分）、

地目の分類（宅地など（区分所有権移転に係る土地取引、宅地及びその他）、田畑（田及

び畑）及び山林の３区分）及び地域区分（市街化区域、市街化調整区域、非線引都市計

画区域及び都市計画区域外の４区分）別に層化（192 階層）し、階層ごとに必要土地取

引数を設定し、当該土地取引を行った法人を抽出する。その際、取引土地の所在都道府

県に偏りが生じないように調整する。

なお、該当法人の抽出に際しては、事前に売買による所有権移転登記情報に法人番号を

付与し、「事業所母集団データベース」や「法人土地・建物基本調査」の母集団名簿と名

寄せを行い、同順位法人が現れた際には名寄せができた法人の優先順位を高くするとと

もに、名寄せができた法人については「事業所母集団データベース」や「法人土地・建
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:第 h 層の第 i 番目の回収法人の調査結果 
:総計の推定値 

hiy 
t ̂

:第 h 層の回収法人数 
:第 h 層の調査対象法人数 

:第 h 層の母集団の法人数 
:層の数 

hh

h

h

N n 

n 
N 
H 

 
:抽出率

n h

:回収率 n n h h 

物基本調査」で設定している業種（48 業種）に偏りが生じないように調整する。 

（目標精度）

売買区分×売主・買主所在地の圏域×同一都道府県内の土地取引か否か×地目の分類

×地域区分について、各層における売買目的の割合の許容する誤差幅を信頼水準 95%で

８%以内とする標本数を設定する。 

３ 結果の推定

【調査票Ａ】、【調査票Ｂ】

調査結果は、標本抽出の階層ごとの抽出率の逆数と回収率の逆数を乗じて合算する。

なお、資本金１億円以上の会社法人については、業種（18 区分）×資本金（８区分）別

に階層を再設定し、調査結果を階層ごとに回収率の逆数を乗じて合算する。

回収法人数が「０（零）」となった階層については、資本金や業種等の区分や前回調査

（平成 30 年法人土地・建物基本調査）の結果における平均所有面積の近い階層と併合

して回収率を算出する。

以上により、総計の推定値は次の式で表される。

【調査票Ｃ】

土地取引に係る調査結果は、標本抽出の階層ごとの抽出率の逆数と回収率の逆数を

乗じて合算する。

回収された土地取引が「０（零）」となった階層については、同じ地目、地域内で近

い階層と併合して回収率を算出する。

以上により、総計の推定値は次の式で表される。

H

h

n

i
hi

h

h

h

h
h

y
n
n

n
Nt

1 1

ˆ 
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:第 h 層の第 i 番目の回答を得られた取引の調査結果 
:総計の推定値 

hi y 
t ̂

:第 h 層の回答を得られた取引数 
:第 h 層の調査対象取引数 

:第 h 層の母集団の取引数 
:層の数 

hh

h

h

N n 

n 
N 
H 

 
:抽出率

n h

:回収率 n n h h 

H

h

n

i
hi

h

h

h

h
h

y
n
n

n
Nt

1 1

ˆ 
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バーコード

令和５年

●

●

５

●この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
●秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
●この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
●オンラインでのご回答が便利です。「調査票の回答のしかた」をご覧ください。

（令和５年１月１日現在）

５

別添2
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●●（令和５年１月１日現在）

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

別添2
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1813 14 15 1716

3029

●今後の【売却等】や【他の用途への
転換】の予定について当てはまる番号
を一つ選択してください。
●【売却等】には、贈与や寄付も含まれ
ます。
●一つの土地で、複数の予定がある場合
には、直近に予定しているものを一つ選
択してください。

1.おおむね1年以内に予定
2.おおむね５年以内に予定
3.おおむね5年より先に予定
又は時期は決まっていない.

●【売却等】や【他の用途への転換】を
予定している方に伺います。
【売却等】や【他の用途への転換】の
予定時期に当てはまる番号を選択してく
ださい。

別添2
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●●

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年

（令和５年１月１日現在）

別添2
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1813 14 15 1716

3029

●今後の【売却等】や【他の用途への
転換】の予定について当てはまる番号
を一つ選択してください。
●【売却等】には、贈与や寄付も含まれ
ます。
●一つの土地で、複数の予定がある場合
には、直近に予定しているものを一つ選
択してください。

1.おおむね1年以内に予定
2.おおむね５年以内に予定
3.おおむね5年より先に予定
又は時期は決まっていない.

●【売却等】や【他の用途への転換】を
予定している方に伺います。
【売却等】や【他の用途への転換】の
予定時期に当てはまる番号を選択してく
ださい。

別添2
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●

●

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

（令和５年１月１日現在）

（令和５年１月１日現在）

別添2
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●（令和５年１月１日現在）

別添2
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● ●（令和５年１月１日現在）

別添2
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1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年
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● ●（令和５年１月１日現在）
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1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年
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令和５年

●

（令和５年１月１日現在）
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（令和４年1年間）

令和4 22

（令和５年１月１日現在）

令和５年

令和4

●

●この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
●秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
●この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
●オンラインでのご回答が便利です。「調査票の回答のしかた」をご覧ください。
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22 22

（令和４年1年間）

令和4年 令和4年
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第１部　土地の所有・利用に関する事項

１．土地の所有に関する総括的な事項

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 1,4 2,3 2,3 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1 1 1 1

1 1 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

２．土地の所有規模に関する事項

２ａ　所有土地の総面積に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

２ｂ　宅地などの所有件数に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ｃ　宅地などの1区画の土地面積に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

３．宅地などの所有形態に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1 1 1 1 1

３－１　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有法人数

３－２　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有面積

３－３　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有件数

３－４　本所・本社・本店の敷地の所有形態別　法人数

２ｂ－２　宅地などの所有件数別　宅地などの所有面積

２ｃ－１　1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

２ｃ－２　1区画の土地面積別　宅地などの所有面積

２ｃ－３　1区画の土地面積別　宅地などの所有件数及び1区画当たり平均面積

別添3

２ａ－５　土地の種類別，土地の種類別所有面積別　土地所有面積

２ｂ－１　宅地などの所有件数別　宅地などの所有法人数

１－４　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有法人数

１－５　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有面積

２ａ－１　所有土地の総面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

２ａ－２　所有土地の総面積別　土地所有面積

２ａ－３　所有面積別　宅地などの所有件数

２ａ－４　土地の種類，土地の種類別所有面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

１－１a　所有土地の有無，土地の種類別　法人数

１－２　土地の種類別　土地所有面積

１－３　土地の種類別　土地所有面積十分位数

１－１b　土地の種類別　土地所有法人数
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

４．宅地などの取得時期に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

５．宅地などの貸付に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

６．宅地などの利用現況に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

５－３　貸付の有無別　宅地などの所有件数

６－１　利用現況別　宅地などの所有法人数

６－２　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有法人数

６－３　利用現況別　宅地などの所有面積

４－15　本社との位置関係，売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数

４－16　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数

４－17　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積

４－18　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数

５－１　貸付の有無別　宅地などの所有法人数

５－２　貸付の有無別　宅地などの所有面積

４－９　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有件数

４－10　売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数

４－11　売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積

４－12　売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数

４－13　本社との位置関係，売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数

４－14　本社との位置関係，売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積

４－３　取得時期別　宅地などの所有件数

４－４　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有法人数

４－５　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有面積

４－６　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有件数

４－７　取得時期，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数

４－８　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有面積

４－１　取得時期別　宅地などの所有法人数

４－２　取得時期別　宅地などの所有面積
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

1,2,3

1

1

1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

７．低・未利用地に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

７－６　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数

７－７　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有法人数

７－８　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有面積

７－９　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有件数

７－10　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数

７－11　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積

６－18　売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有件数

７－１　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有法人数

７－２　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有面積

７－３　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有件数

７－４　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数

７－５　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積

６－12　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数

６－13　取得時期，利用現況別　宅地などの所有法人数

６－14　取得時期，利用現況別　宅地などの所有面積

６－15　取得時期，利用現況別　宅地などの所有件数

６－16　売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有法人数

６－17　売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有面積

６－６　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有件数

６－７　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有法人数

６－８　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有面積

６－９　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有件数

６－10　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数

６－11　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積

６－４　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有面積

６－５　利用現況別　宅地などの所有件数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1 1 1 1 1

８．土地の資産額に関する事項

1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

第２部　建物の所有・利用に関する事項

１．建物の所有に関する総括的な事項

1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 2,3 2,3 1,4 2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

２．建物の所有規模に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

３．建物の構造に関する事項

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 4 2,3

４．建物の建築時期に関する事項

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1

５．建物の敷地の権原に関する事項

４－４　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する建物の総延べ床面積

１－２　建築時期・新耐震基準別　建物所有法人数

１－３　敷地の権原・所有権の種類別　建物所有法人数

１－４　主な利用現況・利用現況別　建物所有法人数

１－５　貸付の有無，貸付割合別　建物所有法人数

２－１　延べ床面積別　所有する建物数

２－２　延べ床面積別　所有する建物の総延べ床面積，1法人当たり総延べ床面積及び1建物当たり延べ床面積

３－２b　構造，地下階の有無別　所有する建物の総延べ床面積

７－12　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数

８－１　土地の種類別　土地資産額

８－２　利用現況別　宅地などの資産額

８－３　所有土地の資産額別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

８－４　所有土地の資産額別　土地所有面積

１－１a　所有建物の有無・構造・地下階の有無別　法人数

１－１b　構造・地下階の有無別　建物所有法人数

３－１　構造・地下階の有無別　所有する建物数

３－２a　構造，階数・地下階の有無別　所有する建物の総延べ床面積

４－１　建築時期・新耐震基準別　所有する建物数

４－２　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する建物数

４－３　建築時期・新耐震基準別　所有する建物の総延べ床面積
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

６．建物の利用現況に関する事項

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

７．建物の貸付に関する事項

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

８．建物の資産額に関する事項

1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1

第３部　土地・建物の所有・利用に関する事項

１．土地の有効利用に関する事項

1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

６ －５　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

６ －６　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する建物の総延べ床面積

７－１　貸付の有無，貸付割合別　所有する建物数

７－２　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する建物数

７－３　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する建物数

７－４　貸付の有無，貸付割合別　所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

５－１　敷地の権原・所有権の種類別　所有する建物数

５－２　敷地の権原・所有権の種類別　所有する建物の総延べ床面積

６ －１　主な利用現況・利用現況別　所有する建物数

６ －２　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する建物数

６ －３　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する建物数

６ －４　主な利用現況・利用現況別　所有する建物の総延べ床面積

８－１　構造別　建物資産額

８－２　主な利用現況別　建物資産額

１－１　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　敷地とともに所有する建物数及び平均比率

１－２　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　建物とともに所有する宅地の所有面積

７－５　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

７－６　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

７－７　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物数

７－８　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物の総延べ床面積

７－９　主な利用現況・利用現況別　建物の貸付可能面積及び現在貸付面積

７－10　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物資産額
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1

1

1

1

1

1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

２．土地・建物の一体的所有に関する事項

２－１　所有する土地・建物の有無別　法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－２　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物がある法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－３　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物の資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

１－９　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積

１－10　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数

１－３a　建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物数

１－４a　構造，建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物数

１－４c　構造，建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

１－４d　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

１－３b　建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

１－４b　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物数

１－５　売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有法人数

１－６　売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有面積

１－７　売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有件数

１－８　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧（保有・動態編）

所有土地
の有無
(2区分)

売買以外
による土
地移動の
有無
(2区分)

資産
(2区分) 事業用資

産のうち
未利用地
(2区分)

棚卸資産
のうち
未利用地
(2区分)

所有土地
の総面積
(8区分)

所有土地
の総面積
(8区分)
のうち
資産
(2区分)

所有土地
の総面積
(8区分)
のうち
資産
(2区分)
のうち
未利用地
(2区分)

圏域
(5区分) 圏域

(5区分)
のうち
資産
(2区分)

圏域
(5区分)
のうち
資産

(2区分)の
うち

未利用地
(2区分)

地目
(3区分) 地目

(3区分)
のうち
資産
(2区分)

地目
(3区分)
のうち
資産
(2区分)
のうち
未利用地
(2区分)

地域
(4区分) 地域

(4区分)
のうち
資産
(2区分)

地域
(4区分)
のうち
資産
(2区分)
のうち
未利用地
(2区分)

売買土地
面積
(2区分)

売買土地
面積
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

売買土地
帳簿価格
(2区分)

売買土地
帳簿価格
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

売買土地
区画数
(2区分)

売買土地
区画数
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

1区画あた
りの面積
(2区分)

1区画あた
りの面積
(2区分)の
うち信託
受益権を
有する
土地
(2区分)

1区画あた
りの帳簿
価格
(2区分)

1区画あた
りの帳簿
価格
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

事業用資産 〇 〇 〇 〇

棚卸資産 〇 〇 〇 〇

事業用資産 〇 〇 〇 〇

棚卸資産 〇 〇 〇 〇

事業用資産 〇 〇

棚卸資産 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

目的(21区分)

土地取引件数

土地取引面積

土地取引金額

事項

法
人

法人業種(61区分)
資本金額(14区分)

常用雇用者数（11区分）
組織形態（9区分）

支所・支社・支店の数(6区分)

法人数

土地所有面積

土地取引件数

土地取引面積

土地取引金額

面積

帳簿価格

区画数

本社所在地(55区分)

別添3

土地取引金額

取引土地所在地(55区分)

法人数

土地取引面積

法人数

土地所有面積

土地取引件数

土地取引面積
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法人土地・建物基本調査実施の必要性について 
 

１ 調査の目的・必要性 

法人土地・建物基本調査（以下「本調査」という。）は、土地基本法（平成

元年法律第84号）第18条において「土地に関する施策の総合的かつ効率的な実

施を図るため、地籍、土地の利用及び管理の状況、不動産市場の動向等に関し、

調査を実施し、資料を収集する等必要な措置を講ずるものとする。」とされて

おり、我が国の法人における土地の所有及び利用状況等に関する実態を調査

し、その現状を全国及び地域別に明らかにすることを目的として平成５年か

ら実施しており、平成10年調査からは、法人が所有する建物に関する情報も収

集している。 

また、世帯に係る把握は、総務省が実施している「住宅・土地統計調査」（基

幹統計）の結果を転写・集計し、「世帯土地統計」（加工統計）として取りま

とめ、本調査の結果と併せて「土地基本調査」結果として、土地利用の観点か

らの分析に資する国土の利用状況に関する総合的なデータの提供を行ってい

る。 

以上のことから、法人の土地・建物の所有及び利用状況を一体的に把握する

本調査を基幹統計として実施する必要がある。 

 

【政府内において想定される主な利活用】 

〔区分〕 

■重要な政策の立案・実施・評価のための基礎資料 

■基幹統計など重要な統計作成への利用 

□国際機関への提供など国際比較上の利用 

□その他 

 

〔具体的な利活用〕 

(1) 国民経済計算 

所得支出勘定における民間非金融法人企業の土地賃貸料、貸借対照表勘

定における対家計民間非営利団体のうち宗教法人及び民間金融機関の土地

資産額推計の算定 

(2) 産業連関表 

不動産仲介・管理業における賃貸延床面積並びに不動産賃貸業における

賃貸延床面積及び平均空室率の算定 

(3) 建築物ストック統計（加工統計） 

我が国の建築物のうち、法人所有の建築物等について、用途別、構造別、

竣工年別、都道府県別等に床面積の総量（ストック量）の算定 

(4) 土地施策・税制 

土地に関する施策立案、税制改正要望における基礎的な説明資料や、税

制特例措置の達成目標の設定 
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２ 他の統計調査との重複 

本調査は、国及び地方公共団体を除くすべての法人を対象に、不動産（土地

及び建物）ストックを把握する唯一の調査である。 

また、毎年実施している「土地保有・動態調査」（一般統計調査）の法人に

ついては、本調査の実施年は休止する。 

３ 行政記録情報の活用 

本調査において、土地所有面積の結果精度を向上させるためには、土地所有

面積全体の45.3％（平成30年結果）を占める林地を所有する大土地所有法人

（土地所有面積100万㎡以上の法人）をいかに捕捉するかが重要である。 

このため、都道府県より森林簿を入手し、将来的な「回答の代替」への活用

も念頭に、まず、令和５年調査から「基礎的審査」及び「分析的審査」に活用

するとともに、令和10年調査に向けて標本設計への具体的活用方策の検討を

進める。 

また、調査報告者の負担軽減や土地所有面積等の精度向上が見込まれる不

動産登記情報、不動産ベース・レジストリの活用に向け、関係する省庁と協議

を進める。 

４ 事業所母集団データベースを利用した重複是正等 

調査対象者名簿の提出については、令和５年７月までに行うことを予定して

おり、履歴登録（調査結果名簿の提出）は、令和７年10月までに行う。 
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総 政 企 第 236 号  

令和４年11月30日  

 

 

 

統計委員会委員長 

椿   広 計 殿 

総務大臣 

                                松 本 剛 明  

 

 

諮問第165号 

法人土地・建物基本調査の変更について（諮問） 

 

 

 

標記について、令和４年11月24日付け国総情建第171号により国土交通大臣から別添「基

幹統計調査の変更について（申請）」のとおり申請があったところ、その承認の適否を判

断するに当たり、統計法（平成19年法律第53号）第11条第２項において準用する同法第９

条第４項の規定に基づき、統計委員会の意見を求める。 

 

 

（公印・契印省略） 
資料２－２ 

obara-s2gu
四角形

obara-s2gu
テキストボックス
参考資料２-１



国総情建第171号 

令和４年11月24日 

総 務 大 臣  殿 

国 土 交 通 大 臣 

（公 印 省 略）  

基幹統計調査の変更について（申請） 

下記調査の変更について、統計法（平成19年法律第53号）第11条第１項に基づく承認を

受けたいので、別紙申請事項記載書に関係書類を添えて、申請します。 

記 

法人土地・建物基本調査 

主管部課 国土交通省 不動産・建設経済局 情報活用推進課 

事務担当者 専門調査官 小原 聡 

電話 03（5253）8111 内線 29811 

e-mail obara-s2gu@mlit.go.jp 
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別紙

申 請 事 項 記 載 書

１ 調査の名称 法人土地・建物基本調査 

２ 変更の内容 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・

法人・団体 □地方公共団体 □その他）

   【調査票Ｂ】日本標準産業分類に掲げる中分類「33 電気

業」、「34 ガス業」、「37 通信業」（小分類

「371  固定電気通信業」及び「372  移動電

気通信業」に限る。）、「38 放送業」及び

「42  鉄道業」を営む法人、道路法（昭和 27

年法律第 180 号）で規定される自動車専用道

路を所有している法人並びに土地改良法（昭

和 24 年法律第 195 号）に基づき設立された土

地改良区のうち水路を所有している法人 

【調査票Ｃ】資本金５億円以上の会社法人又は売買によ

る所有権移転登記があった土地の取引当事者

である売主・買主の法人 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲

【調査票Ｂ】日本標準産業分類に掲げる中分類「33

  電気業」、「34 ガス業」、「37 通信 

業」（小分類「371 固定電気通信業」及

び「372 移動電気通信業」に限る。）、

「38 放送業」及び「44  鉄道業」を営む

法人、道路法（昭和 27年法律第 180 号）

で規定される自動車専用道路を所有して

いる法人並びに土地改良法（昭和 24 年法

律第 195 号）に基づき設立された土地改

良区のうち水路を所有している法人 

【調査票Ｃ】資本金１億円以上の会社法人 

・記載内容の適正化

・前回調査時（H30 年）は

毎年調査の法人を対象とし

た「土地動態調査」を【調

査票Ｃ】としていたが、令

和元年以降に法人及び個人

を対象とした「土地保有・

動態調査」へ統合したた

め、同調査の法人部分につ

いては、本調査の実施年に

限り【調査票Ｃ】として実

施することに伴う変更

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数

【調査票Ｃ】（資本金５億円以上の会社法人）約 7,500

法人 

（土地の取引当事者である売主・買主）約 

30,500 法人（母集団の大きさ：約 100 万法

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数

【調査票Ｃ】約 30,000 法人（母集団数約 30,000 法

人） 

・前回調査時（H30 年）は

毎年調査の法人を対象とし

た「土地動態調査」を【調

査票Ｃ】としていたが、令

和元年以降に法人及び個人

を対象とした「土地保有・
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変  更  案 変  更  前 変 更 理 由 

人） 

 

（２）報告者の選定方法（詳細は別添１を参照） 

  【調査票Ａ】（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) 

 □有意抽出） 

事業所母集団データベースの令和２年次フレームを基

に土地保有・動態調査（国土交通省が所管する一般統

計調査）、農林業センサス（農林水産省が所管する基

幹統計調査）及び行政記録情報を補足的に用いて母集

団名簿を作成し、業種別、資本金別、本社所在地の都

道府県別に層化して、無作為抽出により選定する。な

お、土地所有面積が100万平米以上である法人や資本金

１億円以上の会社法人など結果精度への影響が大きい

法人は全数とする。 

 

【調査票Ｂ】（■全数 □無作為抽出(□全数階層あ 

り)□有意抽出） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、調査対象の範囲に示

した法人の全数を報告者とする。 

 

【調査票Ｃ】（■全数 ■無作為抽出(□全数階層あ 

り)□有意抽出） 

（資本金５億円以上の会社法人） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、法人の資本金に

係る情報を把握し、資本金５億円以上の会社法人の

全数を報告者とする。 

（土地の取引当事者である売主・買主） 

法務省から提供される調査実施年の前年１年間

（１月１日から 12 月 31 日まで）に行われた売買に

よる土地の所有権移転登記に関する情報のうち、売

主・買主の諸属性が法人である取引を基に母集団名

 

 

（２）選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

別添１を参照。 

 

母集団名簿には事業所母集団データベースを用いる。

なお、土地動態調査（国土交通省が所管する一般統計

調査）、農林業センサス（農林水産省が所管する基幹統

計調査）及び行政記録情報を補足的に使用する。 

動態調査」へ統合したた

め、同調査の法人部分につ

いては、本調査の実施年に

限り【調査票Ｃ】として実

施することに伴う変更 

・記載内容の明確化 
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変  更  案 変  更  前 変 更 理 由 

簿を作成し、売買区分別、所在地の圏域別、同一都

道府県内の土地取引か否かの別、地目の分類別及び

地域区分別に層化して、無作為抽出により選定す

る。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票様式を参

照） 

【調査票Ｃ】 

① 法人の概況（名称、法人番号、所在地、組織形

態、業種、常用雇用者数等）  

   ※ただし、調査票Ｃのみを配布する法人に限る。 

② 売買以外による土地の移動状況（土地の移動の有

無、土地面積等） 

③ 土地の売買状況（土地の状況、売買の目的等） 

 

 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票様式を参

照） 

【調査票Ｃ】 

① 土地の取得及び売却等の有無 

② 取得及び売却等した土地の状況（面積、帳簿価 

格、売買区画数） 

③ 都道府県ごとの取得及び売却等した土地の状況

（都道府県、面積、帳簿価格、売買区画数） 

 

 

・前回調査時（H30 年）は

毎年調査の法人を対象とし

た「土地動態調査」を【調

査票Ｃ】としていたが、令

和元年以降に法人及び個人

を対象とした「土地保有・

動態調査」へ統合したた

め、同調査の法人部分を本

調査の実施年に限り【調査

票Ｃ】として実施すること

に伴う変更 

 

（２）基準となる期日又は期間 

     令和５年１月１日現在。ただし、（１）【調査票Ｃ】の 

②及び③については、調査実施年の前年の１年間（１

～12 月） 

（２）基準となる期日又は期間 

平成 30 年１月１日現在（一部の項目については、平

成 29 年１年間（１～12月）の実績） 

 

・年次更新による修正 

・【調査票Ｃ】の②及び③

については、調査実施年の

前年 1年間の土地の売買状

況を把握する項目のため、

記載内容を明確化 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

① 会社法人及び会社以外の法人（国所管のもの） 

国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

 

   ② 会社以外の法人（国所管以外のもの） 

 

・都道府県の事務負担軽減

のため、都道府県への委託

は行わず、調査事務を一括

して行うための変更 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 
（配布）国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

（回収）報告者 － 都道府県 － 民間事業者 － 国土 

交通省 

（２）調査方法

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用

システム □独自のシステム ■電子メール） □調査

員調査 □その他（ ） 

〔調査方法の概要〕 

国土交通省が委託した民間事業者が、報告者に対して

郵送により調査票及び政府統計共同利用システムのオン

ライン調査回答用のログイン情報を配布する。

ただし、政府統計共同利用システムにメールアドレス

を登録している資本金５億円以上の会社法人について

は、メールアドレスの有効性を確認した上で、政府統計

共同利用システムのオンライン調査回答用のログイン情

報を電子メールにより送付する。 

報告者は、調査票に記入し、郵送又は電子メールによ

り国土交通省（民間事業者設置の事務局）に提出するほ

か、政府統計オンライン調査システムを利用して回答す

ることができる。 

なお、電子メールにより調査票を提出する場合には、

調査票情報が保存されているファイルに対して、報告者

ごとにパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずる

こととする。 

民間事業者は、調査票の配布・収集に併せて督促・疑

義照会も行う。 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調

査 □その他（ ））

ア 会社法人及び会社以外の法人（国所管のもの）

国土交通省が委託した民間事業者から報告者へ調査票

を郵送し、報告者において記入し、これを指定日まで

に郵送により民間事業者を経由し国土交通省に提出、

又は、オンラインにより国土交通省に提出する。 

イ 会社以外の法人（国所管以外のもの）

国土交通省が委託した民間事業者から報告者へ調査票

を郵送し、報告者において記入し、これを指定日まで

に郵送により都道府県に提出、又は、オンラインによ

り国土交通省に提出する。 

報告者からの提出を受けた都道府県については、指定

日までに郵送により、民間事業者を経由して国土交通

省に提出する。 

ウ オンライン調査については、「政府統計オンラインシ

ステム」及び電子メールにより行う。なお、電子メー

ルの送受信に当たっては、調査票情報が保存されてい

るファイルに対して、報告者ごとに異なるパスワード

を設定したセキュリティ対策を講ずることとする。 

エ 民間委託の内容

調査票の印刷、封入、調査票の配布、回収、督促、審

査、データ入力及び集計 

・「法人土地・建物基本調

査令和３年予備調査」にお

いて電子メールによる調査

票の配布に一定の効果が確

認されたことや、コスト削

減効果が見込まれること等

を踏まえ、法人に対する電

子メールでの調査票の配布

を可能とするための変更 
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変  更  案 変  更  前 変 更 理 由 

７ 報告を求める期間 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和５年７月上旬～９月上旬 

７ 報告を求める期間 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

平成 30 年７月上旬～９月上旬 

 

・調査実施期間の年次更新 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧による。 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧による。 

・【調査票Ａ】及び【調査

票Ｃ】の調査事項の変更に

伴う集計事項の変更 

なお、前回調査の集計事

項一覧のうち「土地動態

編」については、「保有・

動態編」に変更 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（２）公表の期日 

令和６年９月末までに速報、令和７年９月末までに確

報をそれぞれ公表する。 

ただし、「保有・動態編」（５（１）【調査票Ｃ】の②を

除く。）については令和６年３月に公表する。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（２）公表の期日 

平成 31 年９月末までに速報、平成 32 年９月末までに

確報をそれぞれ公表する。 

 

・公表期日の年次更新 

・【調査票Ｃ】の一部調査

事項については、毎年実施

している「土地保有・動態

調査」の個人部分と同時に

公表することに伴う公表期

日の変更 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

区 分 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 

２年 

国土交通省 不動

産・建設経済局 

情報活用推進課長 

調査票の内容を記

録した電磁的記録

媒体 

永年 

国土交通省 不動

産・建設経済局 

情報活用推進課長 
 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

区 分 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 

 

 

２年 

国土交通省 土地・

建設産業局 企画課

長 

調査票の内容を記

録した電磁的記録

媒体 

永年 

国土交通省 土地・

建設産業局 企画課

長 
 

・令和２年７月に組織変更

があったことに伴う保存責

任者の変更 
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法人土地・建物基本調査 調査票新旧対照表

〔調査票A〕
Ⅱ 土地・建物の所有状況について

8 土地・建物の所有の有無

（変更）
・年次の更新
・所有の対象とする建物の補足説明を追加。
（変更理由）
 記載の適正化のため。（実質的な変更を生じない記載の更新、説明の詳細化）

Ⅲ－(１) 宅地などについて
10 所在地

（変更）
 地番で記入に変更。
（変更理由）
 記載の適正化のため。（実質的な変更を生じない表現ぶりの変更）

14 土地の取得時期

（変更）
・「土地の取得時期」の年次の更新
・設問14から「今後の保有等予定」を削除
・回答欄から保有等予定を削除
（変更理由）
・記載の適正化のため。
・設問16「売却等・他の用途への転換予定」として統合するため。
・設問14から「今後の保有等予定」の削除に伴う回答欄の変更。

新 旧

新 旧

新 旧
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15 土地の利用現況・5年前の利用状況

（変更）
・「5年前の利用状況」の対象の変更。
・設問15から「転換予定」を削除。
（変更理由）
・「5年前の利用状況」と「土地の利用現況」の設問を統合するため。
・転換予定について、設問16「売却等・他の用途への転換予定」として統合するため。

16 売却等・他の用途への転換予定

（新規）

（変更）
・設問14の「土地の取得時期」の副問「今後の保有等予定」、設問15の「土地の利用現況」の副問「転換予定」を設問16「売却等・他の用途への転換予定」として統合。
（変更理由）
・前回の平成30年調査の統計委員会の審議において、「選択肢の適切な設定」等の課題を踏まえ検討を行った結果、設問を統合することとした。

新 旧

新 旧
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Ⅳ 貴法人が所有るする建物について
 Ⅳ－(１) 工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡未満）について

（変更）
・「工場敷地以外にある建物」、「工場敷地にある建物」の記入欄を「延べ床面積200㎡未満の建物」、「延べ床面積200㎡以上の建物」に変更
・工場敷地にある200㎡未満の建物がある工場敷地数、建物の延べ床面積を工場敷地ごとの記入から合算記入に変更。
（変更理由）
・記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し

Ⅳ－（２）工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）について
（1ページ目）

（変更）
 「工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」の記入欄を「工場敷地内にある建物」の記入欄と統合し「延べ床面積200㎡以上の建物について」に変更。
（変更理由）
 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し

新 旧

新 旧
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（2ページ目）

（変更）
・「建築時期」の年次の更新
・設問28「建物の利用現況」に「工場」、「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース等）」を追加。
（変更理由）
・記載の適正化のため。
・「工場」の追加
前回までは工場敷地以外と工場敷地にある建物を分けて記入していたため、「工場」を選択肢から除いていたが、記入欄を統合するため「工場」を追加。

・「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース等）」の追加
コロナ禍により働き方が変わる中、一定程度需要があり、今後増加が見込まれる「貸会議室・シェアオフィス（コワーキングスペース等）」を把握するため、項目を追加。

Ⅳ－（３）工場敷地にある建物について
（1ページ目）

（削除）

（変更）
 「工場敷地内にある建物」の記入欄を「工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」の記入欄と統合し「延べ床面積200㎡以上の建物について」に変更。
（変更理由）
 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し。

新 旧

新 旧
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（２ページ目）

（削除）

（変更）
 「工場敷地内にある建物」の記入欄を「工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」の記入欄と統合し「延べ床面積200㎡以上の建物について」に変更。
（変更理由）
 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し。

〔調査票B〕
欄外

法人の名称

（変更）
 法人の名称欄の削除。
（変更理由）
 調査票Aにおいて同様の法人の名称欄があり、調査票Bの配布対象は必ず調査票Aが配布され、重複することから欄を削除。

新 旧

新 旧
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〔調査票C〕
（旧調査票）

（削除）

（削除）

新 旧

新 旧

12



（削除）

（削除）

新 旧

新 旧

13



（削除）

（新調査票）

（新規）

新 旧

新 旧

14



（新規）

（変更）
 調査票の変更
（変更理由）
 前回調査時（H30年）は毎年調査の土地動態調査を調査票Ｃとして行ったが、令和元年に調査を統合し、土地保有・動態調査となったため、統合による調査票の変更。

新 旧
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第１部　土地の所有・利用に関する事項

１．土地の所有に関する総括的な事項

１－１a　所有土地の有無、土地の種類別　法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 1,4 2,3 2,3 1,2,3

１－２　土地の種類別　土地所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1 1 1 1

1 1 1 1

１－ ３４　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

１－ ４５　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

２．土地の所有規模に関する事項

２ａ　所有土地の総面積に関する事項

２ａ－１　所有土地の総面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ａ－２　所有土地の総面積別　土地所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ａ－３　所有面積別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ａ－４　土地の種類，土地の種類別所有面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1 1 1 1 1

２ａ－５　土地の種類別，土地の種類別所有面積別　土地所有面積 1 1 1 1 1

２ｂ　宅地などの所有件数に関する事項

２ｂ－１　宅地などの所有件数別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ｂ－２　宅地などの所有件数別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ｃ　宅地などの1区画の土地面積に関する事項

２ｃ－１　1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

２ｃ－２　1区画の土地面積別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

２ｃ－３　1区画の土地面積別　宅地などの所有件数及び1区画当たり平均面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

３．宅地などの所有形態に関する事項

３－１　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

３－２　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

３－３　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

３－４　本所・本社・本店の敷地の所有形態別 、　法人数 1 1 1 1 1

４．宅地などの取得時期に関する事項

４－１　取得時期別、　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

１－１b　土地の種類別　土地所有法人数

１－３　土地の種類別　土地所有面積十分位数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

４－２　取得時期別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－３　取得時期別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－４　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－５　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－６　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

４－７　取得時期，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－８　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－９　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

４－10　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－11　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－12　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

４－13　本社との位置関係， 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－14　本社との位置関係， 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－15　本社との位置関係， 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

４－16　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

４－17　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定別，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

４－18　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

５．宅地などの貸付に関する事項

５－１　貸付の有無別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

５－２　貸付の有無別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

５－３　貸付の有無別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

６．宅地などの利用現況に関する事項

６－１　利用現況別　宅地などの所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

６－２　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有法人数 1,2,3

６－ ２３　利用現況別　宅地などの所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

６－４　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有面積 1,2,3

６－ ３５　利用現況別　宅地などの所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

６－６　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有件数 1,2,3

６－ ４７　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有法人数 1
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

６－ ５８　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有面積 1

６－ ６９　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有件数 1

６－ ７10　利用現況別，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

６－ ８11　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

６－ ９12　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

６－103　取得時期，利用現況別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

６－114　取得時期，利用現況別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

６－125　取得時期，利用現況別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

６－136　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

６－147　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

６－158　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

７．低・未利用地に関する事項

７－１　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－２　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－３　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－４　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－５　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－６　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数 1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

７－７　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有法人数 1 1 1 1 1

７－８　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有面積 1 1 1 1 1

７－９　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有件数 1 1 1 1 1

７－10　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数 1 1 1 1 1

７－11　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積 1 1 1 1 1

７－12　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数 1 1 1 1 1

８．土地の資産額に関する事項

８－１　土地の種類別　土地資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

８－２　利用現況別　宅地などの資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

８－３　所有土地の資産額別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積 1 1 1 1 1

８－４　所有土地の資産額別　土地所有面積 1 1 1 1 1
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

第２部　建物の所有・利用に関する事項

１．建物の所有に関する総括的な事項

１－１a　所有建物の有無・構造・地下階の有無別　法人数 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 2,3 2,3 1,4 2,3

１－２　建築時期・新耐震基準別　建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

１－３　敷地の権原・所有権の種類別　建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

１－４　主な利用現況・利用現況別　建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

１－５　貸付の有無，貸付割合別　 工場敷地以外の建物所有法人数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

２．建物の所有規模に関する事項

 ２ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

２ ａ－１　延べ床面積別　所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

２ ａ－２　延べ床面積別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，1法人当たり総延べ床面積及び1建物当たり延べ床面積 1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

 ２ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ２ｂ－１　延べ床面積別　所有する工場数

 ２ｂ－２　延べ床面積別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積，1法人当たり総延べ床面積及び1工場当たり延べ床面積

３．建物の構造に関する事項

 ３ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

３ ａ－１　構造・地下階の有無別　所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

３ ａ－２a　構造，階数・地下階の有無別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 4 2,3

 ３ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ３ｂ－１　構造別　所有する工場数

 ３ｂ－２　構造別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積

４．建物の建築時期に関する事項

 ４ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

４－１　建築時期・新耐震基準別　所有する建物数 1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

４ ａ－ １２　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1

３－２b　構造，地下階の有無別　所有する建物の総延べ床面積

４－３　建築時期・新耐震基準別　所有する建物の総延べ床面積

４ ａ－ ２４　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積

１－１b　構造・地下階の有無別　建物所有法人数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

 ４ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ４ｂ－１　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する工場数

 ４ｂ－２　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積

５．建物の敷地の権原に関する事項

 ５ａ　工場敷地以外の建物に関する事項

５ ａ－１　敷地の権原・所有権の種類別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

５ ａ－２　敷地の権原・所有権の種類別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1 1 1 1 1

 ５ｂ　工場敷地内の建物に関する事項

 ５ｂ－１　敷地の権原・所有権の種類別　所有する工場数

 ５ｂ－２　敷地の権原・所有権の種類別　所有する工場敷地内の建物の総延べ床面積

６． 工場敷地以外の建物の利用現況に関する事項

６ －１　主な利用現況・利用現況別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

６ －２　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

６ －３　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

６－４　主な利用現況・利用現況別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1 1 1 1 1

６ －５　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1

６ －６　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1

７． 工場敷地以外の建物の貸付に関する事項

７－１　貸付の有無，貸付割合別　所有する 工場敷地以外の建物数 1 1 1 1 1

７－２　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

７－３　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物数 1,2,3 1 1 1,2,3 1

７－４　貸付の有無，貸付割合別　所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積 1 1 1 1 1 1

７－５　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

７－６　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する 工場敷地以外の建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

７－７　主な利用現況，利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物数 1 1

1 1

1 1

1 1

８．建物の資産額に関する事項

７－８　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物の総延べ床面積

７－９　主な利用現況・利用現況別　建物の貸付可能面積及び現在貸付面積

７－10　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物資産額
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧 平成30年法人土地・建物基本調査からの変更箇所は朱書き

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

８－１　構造別　 工場敷地以外の建物の建物資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

 ８－２　構造別　工場敷地内の建物の帳簿価格，減価償却額及び減価償却累計額

８－ ３２　主な利用現況別　建物資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

第３部　土地・建物の所有・利用に関する事項

１．土地の有効利用に関する事項

１－１　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　敷地とともに所有する建物数及び平均比率 1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

１－２　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　建物とともに所有する宅地の所有面積 1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

1

１－３b　建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する総延べ床面積 1

 １－４　建築時期・新耐震基準別　工場数及び総延べ床面積

１－ ５４a　構造，建築時期・新耐震基準別　 工場敷地以外の敷地とともに所有する建物数 及び総延べ床面積 1

1

1

1

 １－６　構造，建築時期・新耐震基準別　工場数及び総延べ床面積

１－ ７５　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有法人数 1 1 1 1 1

１－ ８６　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有面積 1 1 1 1 1

１－ ９７　 保有等予定売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有件数 1 1 1 1 1

１－10８　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数 1 1 1 1 1

１－11９　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積 1 1 1 1 1

１－1210　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数 1 1 1 1 1

２．土地・建物の一体的所有に関する事項

２－１　所有する土地・建物の有無別　法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－２　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物がある法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－３　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物の資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

１－３a　建築時期・新耐震基準別　 工場敷地以外の敷地とともに所有する建物数 及び総延べ床面積

１－４b　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物数

１－４c　構造，建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

１－４d　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積
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調査計画（変更後） 

 

１ 調査の名称 

法人土地・建物基本調査 

 

２ 調査の目的 

我が国の法人における土地・建物の所有状況、利用状況及び取得状況等に関する実態を調査し、その現状を

全国及び地域別に明らかにすることにより、土地に関する諸施策その他の基礎資料を得るとともに、広く一般

の利用に供することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

【調査票Ａ】日本国内に本所・本社・本店を有する法人（国及び地方公共団体を除く。） 

【調査票Ｂ】日本標準産業分類に掲げる中分類「33  電気業」、「34  ガス業」、「37 通信業」（小分類

「371  固定電気通信業」及び「372  移動電気通信業」に限る。）、「38  放送業」及び「42  

鉄道業」を営む法人、道路法（昭和27年法律第180号）で規定される自動車専用道路を所有して

いる法人並びに土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき設立された土地改良区のうち水路

を所有している法人 

【調査票Ｃ】資本金５億円以上の会社法人又は売買による所有権移転登記があった土地の取引当事者であ

る売主・買主の法人 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

【調査票Ａ】約490,000法人（母集団の大きさ：約200万法人） 

【調査票Ｂ】約5,000法人 

【調査票Ｃ】（資本金５億円以上の会社法人）約7,500法人 

（土地の取引当事者である売主・買主）約30,500法人（母集団の大きさ：約100万法人） 

（２）報告者の選定方法（詳細は別添１を参照） 

【調査票Ａ】（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) □有意抽出） 

事業所母集団データベースの令和２年次フレームを基に土地保有・動態調査（国土交通省が所管する一般

統計調査）、農林業センサス（農林水産省が所管する基幹統計調査）及び行政記録情報を補足的に用いて母

集団名簿を作成し、業種別、資本金別、本社所在地の都道府県別に層化して、無作為抽出により選定する。

なお、土地所有面積が100万平米以上である法人や資本金１億円以上の会社法人など結果精度への影響が大

きい法人は全数とする。 
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【調査票Ｂ】（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、調査対象の範囲に示した法人の全数を報告者とする。 

【調査票Ｃ】（■全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

（資本金５億円以上の会社法人） 

調査票Ａの母集団名簿を用いて、法人の資本金に係る情報を把握し、資本金５億円以上の会社法人の全

数を報告者とする。 

（土地の取引当事者である売主・買主） 

法務省から提供される調査実施年の前年１年間（１月１日から12 月31 日まで）に行われた売買によ

る土地の所有権移転登記に関する情報のうち、売主・買主の諸属性が法人である取引を基に母集団名簿を

作成し、売買区分別、所在地の圏域別、同一都道府県内の土地取引か否かの別、地目の分類別及び地域区

分別に層化して、無作為抽出により選定する。 

（３）報告義務者 

調査対象となる法人の代表者 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票様式を参照） 

   【調査票Ａ】 

① 法人の概況（名称、法人番号、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等） 

② 法人における土地・建物の所有状況（土地・建物の所有の有無、うち本所・本社・本店の敷地所有状

況） 

③ 法人が所有する土地の状況（土地ごとの所在地、土地面積等） 

④ 法人が所有する建物の状況（建物ごとの所在地、延べ床面積等） 

     【調査票Ｂ】 

特殊な用途の土地（注）に係る土地ごとの所在地、用途、件数、土地面積 

（注）電気業における送配電施設用地、変電施設用地及び発電所用地、ガス業におけるガス供給施設用地、固定電気通信業及び

移動電気通信業における通信施設用地、放送業における放送施設用地（送信所又は中継所の用に供される土地に限る。）並

びに鉄道業における停車場用地、鉄軌道等用地及び鉄道林用地並びに道路用地及び水路（未供用のものを含む。）をいう。 

   【調査票Ｃ】 

①  法人の概況（名称、法人番号、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等）  

※ただし、調査票Ｃのみを配布する法人に限る。 

②  売買以外による土地の移動状況（土地の移動の有無、土地面積等） 

③  土地の売買状況（土地の状況、売買の目的等） 

 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

 法人の名称及び法人番号は、法人の識別にのみ使用しており、集計は行わない。 
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（２）基準となる期日又は期間 

令和５年１月１日現在。ただし、（１）【調査票Ｃ】の②及び③については、調査実施年の前年の１年間（１

～12 月） 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

   国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール） 

     □調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

国土交通省が委託した民間事業者が、報告者に対して郵送により調査票及び政府統計共同利用システム

のオンライン調査回答用のログイン情報を配布する。 

ただし、政府統計共同利用システムにメールアドレスを登録している資本金５億円以上の会社法人につ

いては、メールアドレスの有効性を確認した上で、政府統計共同利用システムのオンライン調査回答用のロ

グイン情報を電子メールにより送付する。 

報告者は、調査票に記入し、郵送又は電子メールにより国土交通省（民間事業者設置の事務局）に提出す

るほか、政府統計オンライン調査システムを利用して回答することができる。 

なお、電子メールにより調査票を提出する場合には、調査票情報が保存されているファイルに対して、報

告者ごとにパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずることとする。 

民間事業者は、調査票の配布・収集に併せて督促・疑義照会も行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 ■５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年： 平成３０年 ） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和５年７月上旬～９月上旬 

 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧による。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 
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   インターネット（e-Stat及び国土交通省ホームページ）に掲載するとともに、追って報告書を刊行する。 

（２）公表の期日 

令和６年９月末までに速報、令和７年９月末までに確報をそれぞれ公表する。 

ただし、「保有・動態編」（５（１）【調査票Ｃ】の②を除く。）については令和６年３月に公表する。 

 

10 使用する統計基準等 

 ■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

区 分 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 
２年 

国土交通省 不動産・建設経済局 

情報活用推進課長 

調査票の内容を記録した電磁的記

録媒体 
永年 

国土交通省 不動産・建設経済局 

情報活用推進課長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  該当なし 
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法人土地・建物基本調査の標本設計について

法人土地・建物基本調査の標本設計は、以下のとおり、法人を抽出単位とする層別抽出

法によって行う。

１ 【調査票Ａ】、【調査票Ｂ】

（１）会社法人

法人が所有する土地面積の表章結果について、精度の目標値を以下のとおりに設定す

る。なお、それぞれの業種及び資本金の区分については、表１のとおりとする。

a  全国の業種（18 区分）×資本金（5 区分）ごとの表章結果の標準誤差率を 15％以

下とする。

b  本社所在地の都道府県×業種（18 区分）ごとの表章結果の標準誤差率を 20％以下 
とする。

c  全国の業種（48 区分）ごとの表章結果の標準誤差率を 15％以下とする。 

表１ 会社法人の目標精度の設定区分

業種 48 区分 業種 18 区分 

01 農業 Ａ 農業、林業 

02 林業 

03 漁業 Ｂ 漁業 

04 鉱業、採石業、砂利採取業 Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 

05 総合工事業 Ｄ 建設業 

06 その他の建設業 

07 食料品製造業 Ｅ 製造業 

08 繊維工業 

09 木材・木製品製造業（家具を除く） 

10 パルプ・紙・紙加工品製造業 

11 印刷・同関連業 

12 化学工業 

13 石油製品・石炭製品製造業 

14 窯業・土石製品製造業 

15 鉄鋼業 

16 非鉄金属製造業 

17 金属製品製造業 

18 はん用・生産用・業務用機械器具製造業 

19 電気機械器具製造業 

20 輸送用機械器具製造業 

21 その他の製造業 
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22 電気業 Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 

23 ガス・熱供給・水道業 

24 通信業、情報サービス業 Ｇ 情報通信業 

25 放送業、映像・音声・文字情報制作業 

26 鉄道業 Ｈ 運輸業、郵便業 

27 道路旅客・貨物運送業 

28 その他の運輸業 

29 卸売業 Ｉ 卸売業、小売業 

30 小売業 

31 金融業 Ｊ 金融業、保険業 

32 保険業 

33 不動産業 Ｋ 不動産業、物品賃貸業 

34 物品賃貸業 

35 学術研究、専門・技術サービス業 Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 

36 宿泊業 Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 

37 飲食サービス業 

38 生活関連サービス業 Ｎ 生活関連サービス業 

39 娯楽業 

40 教育、学習支援業 Ｏ 教育、学習支援業 

41 医療業、保健衛生 Ｐ 医療、福祉 

42 社会保険・社会福祉・介護事業 

43 複合サービス事業 Ｑ 複合サービス事業 

44 廃棄物処理業 Ｒ サービス業（他に分類されないも
の） 45 自動車整備業、機械等修理業 

46 その他の事業サービス業 

47 宗教 

48 その他のサービス業 

資本金階級 5区分 
1,000 万円未満 
1,000～3,000 万円未満 
3,000～5,000 万円未満 
5,000 万円～1億円未満 
1 億円以上  

この目標に基づき、次の法人については、結果精度への影響が大きいため、全数調査と

する。

・前回調査、前回調査以降に実施した土地保有・動態調査（一般統計調査）、農林業セ

ンサス（農林水産省が所管する基幹統計調査）において、所有土地面積が 100 万㎡

以上であった法人（以下、「大土地所有法人」という。

・調査票Ｂの調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

・資本金１億円以上の会社法人
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上記以外の資本金１億円未満の会社法人については、原則として標本調査とするが、

目標精度を達成するため、調査結果への影響が大きい一部の区分等については、全数を

調査の対象とする。全数を調査の対象とする理由については以下のとおり。

○大土地所有法人

１法人当たり 100 万㎡以上の土地を所有する約 1,500 法人であり、調査結果への影

響が極めて大きいため、全数を調査の対象とする（目標精度ａ、ｂ、ｃを達成するため

に不可欠である）。

なお、事前の母集団名簿整備において、潜在的な大土地所有法人を高い確度で特定す

ることが必要である。

○調査票 B の調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

調査票 B の調査対象となる「特殊な用途の土地」とは、電気業、ガス業、通信業、

放送業、鉄道業における特定用途の土地や道路用地、水路などを指し、これら特殊な用

途の土地を所有する法人については、１法人当たりの所有面積、分散がともに大きいこ

とや、地域別結果表章を考慮して全数を調査対象とする。

○資本金１億円以上の会社法人

資本金１億円以上の会社法人は約 33,000 法人である。当該法人の約６割が土地を所

有しており、１法人当たり所有面積、分散がともに大きく、調査結果への影響が大きい

ため（目標精度ｂを達成するために不可欠である）全数を調査対象とする。

○資本金１億円未満の会社法人

以下の業種については、調査結果への影響の大きさや地域表章の精度確保のため全数

を調査対象とする。

・農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業、複

合サービス事業

（２）会社以外の法人

法人が所有する土地面積の表章結果について、精度の目標値を以下のとおりに設定する。

なお、組織形態の区分については、表２のとおりとする。

本社所在地の都道府県×組織形態（６区分）ごとの表章結果の標準誤差率を５％以下と

する。
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表２ 会社以外の法人の目標精度の設定区分

組織形態 

社会福祉法人 

学校法人 

医療法人 

宗教法人 

各種協同組合 

その他の会社以外の法人 

この目標に基づき、次の法人については、結果精度への影響が大きいため、全数調査と

する。

・前回調査、前回調査以降に実施した土地保有・動態調査（一般統計調査）、農林業セ

ンサス（農林水産省が所管する基幹統計調査）において、所有土地面積が基準以上

であった法人（以下、「大土地所有法人」という。）

・調査票Ｂの調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

・学校法人

上記以外の法人については標本調査とするが、目標精度を達成するため、調査結果へ

の影響が大きい一部の区分等については、全数を調査の対象とする。全数を調査の対象

とする区分等の理由を以下に説明する。

○大土地所有法人

本社所在地×組織形態の区分ごとに、前回調査結果における所有土地面積の 99 パー

セント点の値と 100 万㎡を比較し、小さい方の値を基準とした。基準以上の土地面積を

所有する法人数は１％程度であるが、調査結果への影響が極めて大きいため、全数を調

査の対象とする（目標精度を達成するために不可欠である）。

なお、事前の母集団名簿整備において、潜在的な大土地所有法人を高い確度で特定す

ることが必要である。

○調査票 B の調査対象法人（特殊な用途の土地を所有する法人）

調査票 B の調査対象となる「特殊な用途の土地」とは、電気業、ガス業、通信業、放
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送業、鉄道業における特定用途の土地や道路用地、水路などを指し、これら特殊な用途

の土地を所有する法人については、１法人当たりの所有面積、分散がともに大きいこと

や、地域別結果表章を考慮して全数を調査対象とする。

○学校法人

学校法人は約 8,000 法人である。当該法人の約９割が土地を所有しており、１法人当

たり所有面積、分散がともに大きく、調査結果への影響の大きさや地域表章の精度確保

等から全数を調査する。

○土地所有法人

前回調査、前回調査以降に実施した土地保有・動態調査（一般統計調査）、または、

事業所母集団データベース令和２年次フレームに収録された平成 28年経済センサス-活
動調査情報において土地を所有していた法人のうち、次に挙げるものは、調査結果への

影響が極めて大きいため、全数を調査の対象とする（目標精度を達成するために不可欠

である）。

医療法人

各種協同組合のうち農業・林業・漁業協同組合

その他の会社以外の法人

２【調査票Ｃ】

（全数）

資本金５億円以上の会社法人（約 7,500 者）については、本調査を補完する土地保有・

動態調査（一般統計調査）との継続性を鑑み、全数調査とする。

（標本）

土地の購入・売却状況（フロー）把握のため、売買による所有権移転登記情報を基に、

土地取引単位で売買区分（売主及び買主の２区分）、売主・買主所在地の圏域（東京圏、

名古屋圏、大阪圏及び地方圏の４区分）、同一都道府県内の土地取引か否か（２区分）、

地目の分類（宅地など（区分所有権移転に係る土地取引、宅地及びその他）、田畑（田及

び畑）及び山林の３区分）及び地域区分（市街化区域、市街化調整区域、非線引都市計

画区域及び都市計画区域外の４区分）別に層化（192 階層）し、階層ごとに必要土地取

引数を設定し、当該土地取引を行った法人を抽出する。その際、取引土地の所在都道府

県に偏りが生じないように調整する。

なお、該当法人の抽出に際しては、事前に売買による所有権移転登記情報に法人番号を

付与し、「事業所母集団データベース」や「法人土地・建物基本調査」の母集団名簿と名

寄せを行い、同順位法人が現れた際には名寄せができた法人の優先順位を高くするとと

もに、名寄せができた法人については「事業所母集団データベース」や「法人土地・建
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:第 h 層の第 i 番目の回収法人の調査結果 
:総計の推定値 

hiy 
t ̂

:第 h 層の回収法人数 
:第 h 層の調査対象法人数 

:第 h 層の母集団の法人数 
:層の数 

hh

h

h

N n 

n 
N 
H 

 
:抽出率

n h

:回収率 n n h h 

物基本調査」で設定している業種（48 業種）に偏りが生じないように調整する。 

（目標精度）

売買区分×売主・買主所在地の圏域×同一都道府県内の土地取引か否か×地目の分類

×地域区分について、各層における売買目的の割合の許容する誤差幅を信頼水準 95%で

８%以内とする標本数を設定する。 

３ 結果の推定

【調査票Ａ】、【調査票Ｂ】

調査結果は、標本抽出の階層ごとの抽出率の逆数と回収率の逆数を乗じて合算する。

なお、資本金１億円以上の会社法人については、業種（18 区分）×資本金（８区分）別

に階層を再設定し、調査結果を階層ごとに回収率の逆数を乗じて合算する。

回収法人数が「０（零）」となった階層については、資本金や業種等の区分や前回調査

（平成 30 年法人土地・建物基本調査）の結果における平均所有面積の近い階層と併合

して回収率を算出する。

以上により、総計の推定値は次の式で表される。

【調査票Ｃ】

土地取引に係る調査結果は、標本抽出の階層ごとの抽出率の逆数と回収率の逆数を

乗じて合算する。

回収された土地取引が「０（零）」となった階層については、同じ地目、地域内で近

い階層と併合して回収率を算出する。

以上により、総計の推定値は次の式で表される。

H

h

n

i
hi

h

h

h

h
h

y
n
n

n
Nt

1 1

ˆ 
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:第 h 層の第 i 番目の回答を得られた取引の調査結果 
:総計の推定値 

hi y 
t ̂

:第 h 層の回答を得られた取引数 
:第 h 層の調査対象取引数 

:第 h 層の母集団の取引数 
:層の数 

hh

h

h

N n 

n 
N 
H 

 
:抽出率

n h

:回収率 n n h h 

H

h
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i
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h
h
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n
Nt

1 1

ˆ 
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バーコード

令和５年

●

●

５

●この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
●秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
●この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
●オンラインでのご回答が便利です。「調査票の回答のしかた」をご覧ください。

（令和５年１月１日現在）

５

別添2
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●●（令和５年１月１日現在）

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

別添2
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1813 14 15 1716

3029

●今後の【売却等】や【他の用途への
転換】の予定について当てはまる番号
を一つ選択してください。
●【売却等】には、贈与や寄付も含まれ
ます。
●一つの土地で、複数の予定がある場合
には、直近に予定しているものを一つ選
択してください。

1.おおむね1年以内に予定
2.おおむね５年以内に予定
3.おおむね5年より先に予定
又は時期は決まっていない.

●【売却等】や【他の用途への転換】を
予定している方に伺います。
【売却等】や【他の用途への転換】の
予定時期に当てはまる番号を選択してく
ださい。

別添2

35



●●

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年

（令和５年１月１日現在）

別添2
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1813 14 15 1716

3029

●今後の【売却等】や【他の用途への
転換】の予定について当てはまる番号
を一つ選択してください。
●【売却等】には、贈与や寄付も含まれ
ます。
●一つの土地で、複数の予定がある場合
には、直近に予定しているものを一つ選
択してください。

1.おおむね1年以内に予定
2.おおむね５年以内に予定
3.おおむね5年より先に予定
又は時期は決まっていない.

●【売却等】や【他の用途への転換】を
予定している方に伺います。
【売却等】や【他の用途への転換】の
予定時期に当てはまる番号を選択してく
ださい。

別添2
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●

●

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

億

（令和５年１月１日現在）

（令和５年１月１日現在）
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●（令和５年１月１日現在）

別添2
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● ●（令和５年１月１日現在）

別添2
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1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年

別添2

41



● ●（令和５年１月１日現在）

別添2
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1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36~45年
4.昭和46~55年
5.昭和56~平成2年
6.平成3~7年
7.平成8~12年
8.平成13~17年
9.平成18~22年

10.平成23~27年
11.平成28年
12.平成29年
13.平成30年
14.令和元年
15.令和2年
16.令和3年
17.令和4年
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令和５年

●

（令和５年１月１日現在）
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44



別添2

45



（令和４年1年間）

令和4 22

（令和５年１月１日現在）

令和５年

令和4

●

●この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
●秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
●この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
●オンラインでのご回答が便利です。「調査票の回答のしかた」をご覧ください。
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22 22

（令和４年1年間）

令和4年 令和4年
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第１部　土地の所有・利用に関する事項

１．土地の所有に関する総括的な事項

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 1,4 2,3 2,3 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1 1 1 1

1 1 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3

２．土地の所有規模に関する事項

２ａ　所有土地の総面積に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

２ｂ　宅地などの所有件数に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1

２ｃ　宅地などの1区画の土地面積に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1,2,3 1 1

３．宅地などの所有形態に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1 1 1 1 1

３－１　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有法人数

３－２　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有面積

３－３　所有形態・所有権の種類別　宅地などの所有件数

３－４　本所・本社・本店の敷地の所有形態別　法人数

２ｂ－２　宅地などの所有件数別　宅地などの所有面積

２ｃ－１　1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

２ｃ－２　1区画の土地面積別　宅地などの所有面積

２ｃ－３　1区画の土地面積別　宅地などの所有件数及び1区画当たり平均面積

別添3

２ａ－５　土地の種類別，土地の種類別所有面積別　土地所有面積

２ｂ－１　宅地などの所有件数別　宅地などの所有法人数

１－４　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有法人数

１－５　本社との位置関係，土地の種類別　土地所有面積

２ａ－１　所有土地の総面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

２ａ－２　所有土地の総面積別　土地所有面積

２ａ－３　所有面積別　宅地などの所有件数

２ａ－４　土地の種類，土地の種類別所有面積別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

１－１a　所有土地の有無，土地の種類別　法人数

１－２　土地の種類別　土地所有面積

１－３　土地の種類別　土地所有面積十分位数

１－１b　土地の種類別　土地所有法人数
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

４．宅地などの取得時期に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

５．宅地などの貸付に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3

６．宅地などの利用現況に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

５－３　貸付の有無別　宅地などの所有件数

６－１　利用現況別　宅地などの所有法人数

６－２　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有法人数

６－３　利用現況別　宅地などの所有面積

４－15　本社との位置関係，売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数

４－16　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数

４－17　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積

４－18　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数

５－１　貸付の有無別　宅地などの所有法人数

５－２　貸付の有無別　宅地などの所有面積

４－９　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有件数

４－10　売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数

４－11　売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積

４－12　売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有件数

４－13　本社との位置関係，売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有法人数

４－14　本社との位置関係，売却等・他の用途への転換予定別　宅地などの所有面積

４－３　取得時期別　宅地などの所有件数

４－４　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有法人数

４－５　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有面積

４－６　本社との位置関係，取得時期別　宅地などの所有件数

４－７　取得時期，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数

４－８　取得時期，1区画の土地面積別  宅地などの所有面積

４－１　取得時期別　宅地などの所有法人数

４－２　取得時期別　宅地などの所有面積
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1 1,4 1 1,2,3 1 1 1 1 1

1,2,3

1

1

1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

７．低・未利用地に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1,2,3 1,4 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

７－６　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数

７－７　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有法人数

７－８　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有面積

７－９　売却等・他の用途への転換予定，1区画の土地面積別　低・未利用地の所有件数

７－10　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数

７－11　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積

６－18　売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有件数

７－１　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有法人数

７－２　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有面積

７－３　５年前の利用状況別　低・未利用地の所有件数

７－４　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数

７－５　売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積

６－12　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有件数

６－13　取得時期，利用現況別　宅地などの所有法人数

６－14　取得時期，利用現況別　宅地などの所有面積

６－15　取得時期，利用現況別　宅地などの所有件数

６－16　売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有法人数

６－17　売却等・他の用途への転換予定，利用現況別　宅地などの所有面積

６－６　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有件数

６－７　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有法人数

６－８　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有面積

６－９　本社との位置関係，利用現況別　宅地などの所有件数

６－10　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有法人数

６－11　利用現況，1区画の土地面積別　宅地などの所有面積

６－４　利用現況別　棚卸資産の宅地などの所有面積

６－５　利用現況別　宅地などの所有件数
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1 1 1 1 1

８．土地の資産額に関する事項

1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

第２部　建物の所有・利用に関する事項

１．建物の所有に関する総括的な事項

1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 2,3 2,3 2,3 1,4 2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3

２．建物の所有規模に関する事項

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

1,2,3 1 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3 1,2,3

３．建物の構造に関する事項

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1 1 1 1

2,3 2,3 4 2,3

４．建物の建築時期に関する事項

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1 1,2,3 1 1,4 1,2,3

1 1 1 1 1

５．建物の敷地の権原に関する事項

４－４　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する建物の総延べ床面積

１－２　建築時期・新耐震基準別　建物所有法人数

１－３　敷地の権原・所有権の種類別　建物所有法人数

１－４　主な利用現況・利用現況別　建物所有法人数

１－５　貸付の有無，貸付割合別　建物所有法人数

２－１　延べ床面積別　所有する建物数

２－２　延べ床面積別　所有する建物の総延べ床面積，1法人当たり総延べ床面積及び1建物当たり延べ床面積

３－２b　構造，地下階の有無別　所有する建物の総延べ床面積

７－12　低・未利用地の利用現況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数

８－１　土地の種類別　土地資産額

８－２　利用現況別　宅地などの資産額

８－３　所有土地の資産額別　土地所有法人数及び1法人当たり平均所有面積

８－４　所有土地の資産額別　土地所有面積

１－１a　所有建物の有無・構造・地下階の有無別　法人数

１－１b　構造・地下階の有無別　建物所有法人数

３－１　構造・地下階の有無別　所有する建物数

３－２a　構造，階数・地下階の有無別　所有する建物の総延べ床面積

４－１　建築時期・新耐震基準別　所有する建物数

４－２　構造，建築時期・新耐震基準別　所有する建物数

４－３　建築時期・新耐震基準別　所有する建物の総延べ床面積
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

６．建物の利用現況に関する事項

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

７．建物の貸付に関する事項

1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1

1 1 1 1 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

1,2,3 1 1 1,2,3 1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

８．建物の資産額に関する事項

1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1

第３部　土地・建物の所有・利用に関する事項

１．土地の有効利用に関する事項

1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

1,2,3 1 1 1,2,3 1,2,3 1 1,2,3

６ －５　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

６ －６　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する建物の総延べ床面積

７－１　貸付の有無，貸付割合別　所有する建物数

７－２　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する建物数

７－３　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する建物数

７－４　貸付の有無，貸付割合別　所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

５－１　敷地の権原・所有権の種類別　所有する建物数

５－２　敷地の権原・所有権の種類別　所有する建物の総延べ床面積

６ －１　主な利用現況・利用現況別　所有する建物数

６ －２　主な利用現況・利用現況別　敷地とともに所有する建物数

６ －３　主な利用現況・利用現況別　借地上に所有する建物数

６ －４　主な利用現況・利用現況別　所有する建物の総延べ床面積

８－１　構造別　建物資産額

８－２　主な利用現況別　建物資産額

１－１　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　敷地とともに所有する建物数及び平均比率

１－２　敷地の所有面積に対する延べ床面積の比率別　建物とともに所有する宅地の所有面積

７－５　貸付の有無，貸付割合別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

７－６　貸付の有無，貸付割合別　借地上に所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

７－７　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物数

７－８　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物の総延べ床面積

７－９　主な利用現況・利用現況別　建物の貸付可能面積及び現在貸付面積

７－10　主な利用現況・利用現況別　貸付目的で所有している部分のある建物資産額
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別添3
令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧

事　項

分類事項、地域区分（1:全国、2:都道府県、3:政令指定都市、4:県庁所在地）

1

1

1

1

1

1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

２．土地・建物の一体的所有に関する事項

２－１　所有する土地・建物の有無別　法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－２　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物がある法人数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２－３　主な利用現況別　一体的に所有する土地・建物の資産額 1 1 1 1 1 1 1 1 1

１－９　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有面積

１－10　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有件数

１－３a　建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物数

１－４a　構造，建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物数

１－４c　構造，建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

１－４d　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積，貸付可能面積及び現在貸付面積

１－３b　建築時期・新耐震基準別　敷地とともに所有する建物の総延べ床面積

１－４b　貸付の有無・貸付割合別　敷地とともに所有する建物数

１－５　売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有法人数

１－６　売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有面積

１－７　売却等・他の用途への転換予定，有効利用の状況別　宅地などの所有件数

１－８　５年前の利用状況，売却等・他の用途への転換予定別　低・未利用地の所有法人数
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令和５年法人土地・建物基本調査　集計事項一覧（保有・動態編）

所有土地
の有無
(2区分)

売買以外
による土
地移動の
有無
(2区分)

資産
(2区分) 事業用資

産のうち
未利用地
(2区分)

棚卸資産
のうち
未利用地
(2区分)

所有土地
の総面積
(8区分)

所有土地
の総面積
(8区分)
のうち
資産
(2区分)

所有土地
の総面積
(8区分)
のうち
資産
(2区分)
のうち
未利用地
(2区分)

圏域
(5区分) 圏域

(5区分)
のうち
資産
(2区分)

圏域
(5区分)
のうち
資産

(2区分)の
うち

未利用地
(2区分)

地目
(3区分) 地目

(3区分)
のうち
資産
(2区分)

地目
(3区分)
のうち
資産
(2区分)
のうち
未利用地
(2区分)

地域
(4区分) 地域

(4区分)
のうち
資産
(2区分)

地域
(4区分)
のうち
資産
(2区分)
のうち
未利用地
(2区分)

売買土地
面積
(2区分)

売買土地
面積
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

売買土地
帳簿価格
(2区分)

売買土地
帳簿価格
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

売買土地
区画数
(2区分)

売買土地
区画数
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

1区画あた
りの面積
(2区分)

1区画あた
りの面積
(2区分)の
うち信託
受益権を
有する
土地
(2区分)

1区画あた
りの帳簿
価格
(2区分)

1区画あた
りの帳簿
価格
(2区分)
のうち信
託受益権
を有する
土地
(2区分)

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

事業用資産 〇 〇 〇 〇

棚卸資産 〇 〇 〇 〇

事業用資産 〇 〇 〇 〇

棚卸資産 〇 〇 〇 〇

事業用資産 〇 〇

棚卸資産 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇

買主 〇 〇 〇

売主 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

目的(21区分)

土地取引件数

土地取引面積

土地取引金額

事項

法
人

法人業種(61区分)
資本金額(14区分)

常用雇用者数（11区分）
組織形態（9区分）

支所・支社・支店の数(6区分)

法人数

土地所有面積

土地取引件数

土地取引面積

土地取引金額

面積

帳簿価格

区画数

本社所在地(55区分)

別添3

土地取引金額

取引土地所在地(55区分)

法人数

土地取引面積

法人数

土地所有面積

土地取引件数

土地取引面積
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法人土地・建物基本調査実施の必要性について 
 

１ 調査の目的・必要性 

法人土地・建物基本調査（以下「本調査」という。）は、土地基本法（平成

元年法律第84号）第18条において「土地に関する施策の総合的かつ効率的な実

施を図るため、地籍、土地の利用及び管理の状況、不動産市場の動向等に関し、

調査を実施し、資料を収集する等必要な措置を講ずるものとする。」とされて

おり、我が国の法人における土地の所有及び利用状況等に関する実態を調査

し、その現状を全国及び地域別に明らかにすることを目的として平成５年か

ら実施しており、平成10年調査からは、法人が所有する建物に関する情報も収

集している。 

また、世帯に係る把握は、総務省が実施している「住宅・土地統計調査」（基

幹統計）の結果を転写・集計し、「世帯土地統計」（加工統計）として取りま

とめ、本調査の結果と併せて「土地基本調査」結果として、土地利用の観点か

らの分析に資する国土の利用状況に関する総合的なデータの提供を行ってい

る。 

以上のことから、法人の土地・建物の所有及び利用状況を一体的に把握する

本調査を基幹統計として実施する必要がある。 

 

【政府内において想定される主な利活用】 

〔区分〕 

■重要な政策の立案・実施・評価のための基礎資料 

■基幹統計など重要な統計作成への利用 

□国際機関への提供など国際比較上の利用 

□その他 

 

〔具体的な利活用〕 

(1) 国民経済計算 

所得支出勘定における民間非金融法人企業の土地賃貸料、貸借対照表勘

定における対家計民間非営利団体のうち宗教法人及び民間金融機関の土地

資産額推計の算定 

(2) 産業連関表 

不動産仲介・管理業における賃貸延床面積並びに不動産賃貸業における

賃貸延床面積及び平均空室率の算定 

(3) 建築物ストック統計（加工統計） 

我が国の建築物のうち、法人所有の建築物等について、用途別、構造別、

竣工年別、都道府県別等に床面積の総量（ストック量）の算定 

(4) 土地施策・税制 

土地に関する施策立案、税制改正要望における基礎的な説明資料や、税

制特例措置の達成目標の設定 
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２ 他の統計調査との重複 

本調査は、国及び地方公共団体を除くすべての法人を対象に、不動産（土地

及び建物）ストックを把握する唯一の調査である。 

また、毎年実施している「土地保有・動態調査」（一般統計調査）の法人に

ついては、本調査の実施年は休止する。 

３ 行政記録情報の活用 

本調査において、土地所有面積の結果精度を向上させるためには、土地所有

面積全体の45.3％（平成30年結果）を占める林地を所有する大土地所有法人

（土地所有面積100万㎡以上の法人）をいかに捕捉するかが重要である。 

このため、都道府県より森林簿を入手し、将来的な「回答の代替」への活用

も念頭に、まず、令和５年調査から「基礎的審査」及び「分析的審査」に活用

するとともに、令和10年調査に向けて標本設計への具体的活用方策の検討を

進める。 

また、調査報告者の負担軽減や土地所有面積等の精度向上が見込まれる不

動産登記情報、不動産ベース・レジストリの活用に向け、関係する省庁と協議

を進める。 

４ 事業所母集団データベースを利用した重複是正等 

調査対象者名簿の提出については、令和５年７月までに行うことを予定して

おり、履歴登録（調査結果名簿の提出）は、令和７年10月までに行う。 
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本資料中の点線（赤色）で囲った項目は、世帯土地統計（加工統計）の推計に使用している項目
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